
№002 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 1 一般管理費 

事 務 事 業 名 一般管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 26,898,217 365,000 552,545  25,202 25,955,470

Ｒ５ 24,542,318 374,000 241,368  31,154 23,895,796

増減 2,355,899 △9,000 311,177  △5,952 2,059,674

事 業 目 的  

全庁的な庶務的経費を集約し、一般的な管理業務の効率化を図る。 

事業内容及び成果  

コピー用紙、インク、郵便料等の一元管理により、業務の効率化が図られた。 

 消耗品費（コピー用紙、インク等） 6,105,722円（820,613円増） 

 通信運搬費（郵便料、電話料金等）13,985,042円（325,256円増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

全庁的な庶務的経費を集約し、業務の効率化に努める必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

全庁的な庶務的経費の集約により、業務の効率化を図ることができ
た。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

消耗品費及び通信運搬費の庶務的経費の集約により、業務の効率化を図っていく。 継 続 

一般 - 14



№003 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 情報公開・個人情報保護 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 30,410     30,410

Ｒ５ 30,030     30,030

増減 380     380

事 業 目 的  

公文書の公開及び情報提供を推進することで、市民の市政に対する理解と信頼を深め、公正で民主的な透

明性の高い市政を確立する。また、市の機関が保有する個人情報の開示及び訂正を請求する権利を明らかに

し、個人の権利利益の侵害の防止を図り、公正で民主的な市政を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 情報公開・個人情報保護審査会委員報酬  ５人（±０人） 24,600円（±０円） 

２ 条例に基づき情報公開及び個人情報の開示を行った。 

 情報公開件数    14件（５件減） 

 個人情報開示件数  11件（±０件） 

３ 情報公開の推進及び個人情報の適切かつ円滑な運用を図るため、「芦別市情報公開・個人情報保護審査

会」を開催した。 １回開催（±０回） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
情報公開条例、個人情報の保護に関する法律、情報公開・個人情報

保護審査会条例 
自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

公正で民主的な透明性のある市政を確立するため必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

適正な情報公開及び個人情報保護に努め、公正で民主的な市政の推
進が図られた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

情報公開の推進及び個人情報の適切かつ円滑な運用に努めていく。 継 続 

一般 - 15



№004 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 法制執務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 3,839,440     3,839,440

Ｒ５ 3,737,390     3,737,390

増減 102,050     102,050

事 業 目 的  

市が行う事務事業の根拠となる例規の整備を行うほか、例規の整備に係る担当職員の法制執務の知識の向 

上を図る。また、必要に応じ顧問弁護士への相談等を行い、法に基づく適切な行政執行を目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 顧問弁護士報酬 ２人（±０人） 1,056,000円（±０円） 

２ 例規類集データベースの作成の委託及び例規整備に係る各種参考図書等の購入を行った。 

 例規類集の整備 

   例規管理システム及びインターネット公開（ホームページ）用のデータ更新 

   年４回 2,398,000円（±０円） 

 官報及び各種参考図書等の整備 385,440円（105,050円増） 

３ 顧問弁護士に法律的見解を求める相談件数 ４件（５件減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

データベースによる例規類集の整備により、市民に情報提供を行う
必要があるほか、法律問題への適切な対応のため、顧問弁護士に法
律的見解を求める必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

データベースによる例規類集の整備により、市民に情報提供を行う
ことができた。また、法に基づく適切な行政執行が図られた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

データベースによる例規類集の整備を行い、市民へ情報提供を行っていくほか、適切な
法制執務に努めていく。 

継 続 

一般 - 16



№005 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 表彰等事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 1,137,341     1,137,341

Ｒ５ 586,028     586,028

増減 551,313     551,313

事 業 目 的  

市勢の振興に寄与した方または市民の模範と認められる方、市の公益のために多額の寄附をされた方を表

彰する。 

また、市民又は本市に縁の深い方で、市勢の振興、社会文化の興隆に功績があり、市民が郷土の誇りとし、

かつ、深く尊敬に値すると認める者に対し名誉市民の称号を贈る。 

事業内容及び成果  

１ 芦別市功労者善行者表彰式を開催し、表彰楯と功労章を贈呈した。 

 実施日 令和６年11月３日（日）文化の日 

 表彰種別及び表彰人員  

・市政功労者 ２人（８人減） 

・善 行 者 ３人（１人減）及び５団体（１団体増） 

   合 計  ５人（９人減）及び５団体（１団体増） 

２ 国の表彰である春秋叙勲、叙位、特別（死亡）叙勲、高齢者叙勲、紺綬褒章の上申事務及び北海道社会 

貢献賞（自治功労者）の推薦の上申に該当する者がいなかった。 

 春秋叙勲受章人員 ０人（±０人）、叙位受章人員 ０人（１人減）、 

紺綬褒章受章人員 ０人（１人減） 

 北海道社会貢献賞（自治功労者）受賞人員 ０人（±０人） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 表彰条例、名誉市民に関する条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

長年にわたる市政への貢献や市民の模範となる個人・団体を表彰す
ることにより、その功労等に報いるとともに、市全体の意識向上に
必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

表彰条例施行規則及び被表彰者選考基準を基に、適切に表彰事務を
行った。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

功労者及び善行者表彰等を適切に実施していく。 継 続

一般 - 17



№006 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 秘書業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 4,230,807     4,230,807

Ｒ５ 4,137,965     4,137,965

増減 92,842     92,842

事 業 目 的  

市長・副市長の執務が円滑に行われるよう調整を図る。 

事業内容及び成果  

１ 市長・副市長の日程調整、市長公務の随行 

２ 市長会との連絡調整 

 北海道市長会負担金 1,081,000円（±０円） 

 全国市長会負担金   176,000円（±０円） 

３ 市長交際費の管理及び来客対応等 

  市長交際費 883,054円（27,658円減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市長・副市長の執務が円滑に行えるよう、秘書業務は必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

適切な秘書業務により市長・副市長が効率的に公務を執行できるよ
う環境を整えた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市長及び副市長の日程や来客者の訪問日時等を正確に把握するとともに、公務の優先度
及び重要度を各関係機関から情報収集し、今後も適正かつ効率的な業務運営を行う。

継 続

一般 - 18



№007 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 工事請負契約・物品調達等業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 1,657,161     1,657,161

Ｒ５ 1,678,866     1,678,866

増減 △21,705     △21,705

事 業 目 的  

１ 建設工事等の入札、契約の執行及び物品の調達と総括管理を行う。 

２ 契約者資格登録、請負、売買、その他の契約等の適正な執行を図る。 

事業内容及び成果  

１ 建設工事等の入札、契約の適正化を促進した。 

２ 全庁的に使用する払出物品を調達した。 

  事務用品等の購入 1,657,161円（21,705円減） 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令 契約事務取扱規則 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

適正な入札、契約等を執行するため必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市内事業者の入札参加機会の確保を図るとともに、契約事務を適正
に執行した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正な入札、契約等の執行に努めていく。 継 続 

一般 - 19



№008 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 行政不服審査業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 0     

Ｒ５ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

行政不服審査制度において、より簡易、迅速に、かつ公正な手続きを確保することで、市民の権利利益の

救済を図るとともに、第三者機関への裁決案の諮問手続導入等により、審理の見える化による公平性の向上

を図る。 

事業内容及び成果  

１ 行政不服審査会委員報酬 ０人（±０人） ０円（±０円）案件がなかったため開催がなかった。 

２ 市に対する審査請求件数 ０件（±０件） 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令 行政不服審査法、行政不服審査会条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

審査請求を受けた市からの諮問等に対し、行政不服審査会の設置に
より、公平な審理手続きを確保するために必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市民の権利利益の救済を図ることを目的とする行政不服審査制度の
趣旨に基づき、審査請求の機会を確保した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に業務を実施していく。 継 続 

一般 - 20



№009 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 １ 一般管理費 

事 務 事 業 名 文書管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 4,457,592     4,457,592

Ｒ５ 4,232,888     4,232,888

増減 224,704     224,704

事 業 目 的  

文書管理システムの活用を通して、文書の保管、作成、共有、管理及び廃棄のサイクルの一元管理を図

る。 

事業内容及び成果  

１ 文書管理・電子決裁システム保守業務委託料 816,750 円（±０円） 

２ 文書管理システムに係る北海道市町村備荒資金組合への償還金 3,405,992 円（10,146 円減） 

※ 情報管理業務から移管 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

文書の適正な管理のために必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

文書管理システムの活用により、文書の適正な管理が図られた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

文書管理システムを活用して、文書の適正な管理を継続していく。 継 続 

一般 - 21



№010 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ２ 人事管理費 

事 務 事 業 名 公務災害補償等事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 38,520     38,520

Ｒ５ 0     

増減 38,520     38,520

事 業 目 的  

地方公務員災害補償法に基づき、市議会の議員その他非常勤の職員が公務上の災害又は通勤による災害に

罹災した場合は、その補償に関する事務を行う。 

事業内容及び成果  

１ 公務災害補償等認定委員会委員報酬   ５人（皆増） 36,000円（皆増） 

２ 公務災害補償等認定委員会委員費用弁償 ２人（皆増）  2,520円（皆増） 

３ 事業内容 

  地方公務員災害補償法に基づき、公務災害補償に必要な条例及び規則を定めるとともに、認定の可否に

必要な認定委員会を設置し、災害が発生した場合には認定委員会を開催して意見を聞いたうえで認否を決

定し、認定した場合には療養給付や休業補償等補償に関する事務を行った。 

４ 成果 

 公務災害等認定件数（常勤職員）  ０件（±０件） 

 公務災害等認定件数（非常勤職員） ２件 （皆増） 

 認定委員会開催回数        ２回 （皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
地方公務員災害補償法、市議会の議員その他非常勤の職員等の公
務災害補償等に関する条例 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

根拠法令等に基づき、災害が発生した場合に対応する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

罹災した職員に対し、根拠法令等に基づき適正に補償等の事務を行
った。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に補償等の事務を実施していく。 継 続 

一般 - 22



№011 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ２ 人事管理費 

事 務 事 業 名 職員研修 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 197,303     197,303

Ｒ５ 694,531     694,531

増減 △497,228     △497,228

事 業 目 的  

社会経済情勢が大きく変化する中で、多様化する市民ニーズに的確に対応するため、公務員としての基本的

な知識の習得、資格の取得はもとより、時代のニーズに即した知識と能力を備えた多様な人材を育成する。 

事業内容及び成果  

職場内研修を各職場において日常的に行うほか、北海道市町村職員研修センター、日本経営協会、北海道

社会福祉協議会、中空知広域圏等が主催する各種研修会に派遣・受講させることにより、人材の育成に努め

た。 

区  分 受講者数 
うちｵﾝﾗｲﾝ受講者数 

新規採用職員研修 17人（17人減） ０人（±０人） 

専門実務研修  26人（12人増） 18人 （皆増） 

資格取得研修 ９人（６人増） ０人（±０人） 

集合研修 57人 （皆増） ０人（±０人） 

指導者養成研修 ３人（８人減） １人（３人減） 

管理監督者研修 １人（５人減） １人（３人減） 

行政視察研修 ０人（２人減） ０人（±０人） 

職員派遣研修 １人（１人減） ０人（±０人） 

合  計 114人（42人増） 20人（12人増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方公務員法、職員研修規程 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

関係法令に基づき、職員には勤務能率の発揮及び増進のために、研
修を受ける機会を与えることが必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

職員階層別かつ計画的に研修受講者を選出し、若手職員から新任管
理職までについて研修を受けさせた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

研修施設を活用した職場外研修に職員を効率よく派遣するとともに、ｅラーニングなど
を活用した職場内研修の充実による人材育成を図っていく。また、希望する職員に対し
て、これまで同様、派遣研修や視察研修等に参加させていく。 

継 続 

一般 - 23



№012 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ２ 人事管理費 

事 務 事 業 名 職員福利厚生事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 5,355,260    1,100 5,354,160

Ｒ５ 5,294,110    1,100 5,293,010

増減 61,150     61,150

事 業 目 的  

職員の健康管理を目的として、職員の健康診断を行う。 

事業内容及び成果  

法令に基づく定期健康診断、特殊健康診断及び採用時健康診断について、市立芦別病院及び民間の健診機関

に委託して行うとともに、共済組合と連携して、パンフレットの配布、各種セミナーの受講などを通じて、健

康教育を行った。また、衛生委員会を開催する中で、外部から産業医を任用し、職場の安全衛生管理を行うほ

か、職員住宅の管理・保全を行った。 

 職員健康診断委託料     4,964,800円（20,610円減） 

 ストレスチェック業務委託料  137,280円 （1,320円減） 

 産業医報酬及び費用弁償    252,080円（83,080円増） 

  共済住宅消火器点検       1,100円  （±０円） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方公務員法、職員安全衛生管理規則 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

根拠法令等に基づき職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項
について実施する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

法令に基づき定期健康診断、特殊健康診断及び採用時健康診断を行
い、共済組合と連携して、パンフレットの配布、各種セミナーの受
講などを通じて、健康教育を行った。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

事業所の責務として、職員の福利厚生事業を実施していく。  継 続 

一般 - 24



№013 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ２ 人事管理費 

事 務 事 業 名 職員採用事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 185,130     185,130

Ｒ５ 284,460     284,460

増減 △99,330     △99,330

事 業 目 的  

地方公務員法第17条の２第２項において「人事委員会を置かない地方公共団体においては、職員の採用は、

競争試験又は選考によるものとする。」と定められており、職員の採用に当たっては、この規定に基づき、競

争試験を実施する。 

事業内容及び成果  

１ 事業内容 

  第１次試験の教養試験及び専門試験の試験問題の作成と採点及び性格特性検査を、全国展開している専

門機関に委託し、小論文、作文及び第２次試験（面接試験）については、人事当局のほか関係部局の長を

加え採用職種に応じた適切な試験を行った。 

２ 採用試験の状況 

採用期日 職 種 
第１次試験 採用 

者数 

委託料 

支出額 実施日 受験申込者数 受験者数

令和６年 
８月１日付け 

一般職・車両整備運転等(社
会人) 
技術職・土木(社会人) 
資格免許職（保育士、社会福
祉士） 

５月26日
(日) 

６名  ６名 １名 52,800円

令和６年 
10月１日付け 

一般職・車両整備運転等(社
会人) 
技術職・土木(社会人) 
資格免許職（保育士、社会福
祉士） 

７月28日
(日) 

１名 １名 １名 18,150円

令和７年 
１月１日付け 

一般職・車両整備運転等(社
会人) 
技術職・土木(社会人) 
資格免許職（保育士、社会福
祉士） 

10月６日
(日) 

２名 ２名 １名 19,800円

令和７年 
４月１日付け 

一般事務職(上・中・初級・
社会人) 
技術職・情報 (社会人) 
技術職・土木、建築、農業
(上・中・初級) 
資格免許職・保育士(上・中
級) 

９月29日 
(日) 

15名 13名 ４名 70,950円

令和７年 
４月１日付け 

技術職・土木、建築、農業、
デジタル(上・中・初級・社
会人) 
資格免許職（保育士、社会福
祉士） 

12月８日
(日) 

３名 ３名 ２名 23,430円

合   計 
27名

（16名減）
25名

（８名減）
９名

（８名減）
185,130円

（99,330円減）

一般 - 25



№013 
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方公務員法 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

根拠法令等に基づき競争試験を実施し、公平に採用する必要がある。

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

社会人枠採用を継続して実施するなど、新規採用職員の確保に努め
た。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

優秀な人材を確保するため、新規学卒者の募集のほか、社会人枠の募集も継続し、職員
採用計画に基づき採用試験を実施していくが、現状技術職、資格免許職の人材確保が困
難となっていることから、随時募集を行うほか、募集要件の拡大について検討していく。

継 続 

一般 - 26



№014 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ２ 人事管理費 

事 務 事 業 名 その他人事管理事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 357,781     357,781

Ｒ５ 762,778     762,778

増減 △404,997     △404,997

事 業 目 的  

地方公務員法、労働基準法等の労働関係法令に基づき、服務の遵守、定員管理、人事管理などについて適

正に管理する。 

事業内容及び成果  

会議の出席及び図書の購入により、人事管理に必要な知識を習得し、本市の条例規則を改正するなどの制

度管理を行い、職員に制度を普及した。また、北海道社会保険協議会、芦別地区安全運転管理者協会、中空

知地方安全運転管理者事業主会に加入するとともに、青年会議所に職員を派遣し、市の事業と密接な関係の

あるこれらの団体とともに公益的な事業を実施した。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方公務員法、労働基準法など 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方公務員法、労働基準法等の労働関係法令に基づき、服務の遵守、
定員管理、人事管理などについて適正に管理する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

関係法令に基づき、服務の遵守、定員管理、人事管理などについて
適正に管理を行った。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

服務の遵守、定員管理及び人事管理など適正に管理を行っていく。 継 続 

一般 - 27



№015 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ３ 文書広報費 

事 務 事 業 名 広報業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 19,050,474    8,799,395 10,251,079

Ｒ５ 18,811,926    8,863,530 9,948,396

増減 238,548    △64,135 302,683

事 業 目 的  

市政の基本方針をはじめ、業務・事業紹介、制度改正、市民活動団体の紹介等、市民生活に係る事項につ

いて多くの市民等へ周知を図り、市政参画への一助とする。 

事業内容及び成果  

１ 広報あしべつの発行 

 広報紙作成業務委託料 10,780,000円（±０円） 

① 広報紙発行概要 Ａ４版、月平均19.8ページ（0.2ページ増）、12回発行（毎月１日） 

② 配布及び設置先 各戸配布、市公式ホームページへの掲載、各公共施設、ＪＲ芦別駅、郵便局、 

医療機関、金融機関等 

 広報紙印刷製本費 6,412,791円（38,269円減） 

２ 市公式ホームページ、市公式ＬＩＮＥ等の運用 

  市公式ホームページ保守点検業務委託料 1,795,200円（256,080円増） 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令 広報紙発行規則 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市政の基本方針をはじめ、業務・事業紹介、市民生活に係る事項な
どを市民等に広く周知し、市政参画の一助とするため必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市公式ホームページや市公式ＬＩＮＥ等を活用し、市民へ様々な情
報を瞬時に発信することができている。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

行政改革推進委員会から、広報の作成にあたって高校生の参画を促
し、まちの活性化や生徒たちのスキルアップにつなげていくよう提
言を受けているほか、町内会未加入世帯への広報配布方法の改善を
求められている。 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

広報紙を少しでも見やすく、わかりやすく、興味を持っていただくため、市民ニーズを
把握するためのアンケート調査を実施する。なお、市公式ホームページのデザイン改修
については相当の費用が発生することから、ホームページ閲覧者や市公式ＬＩＮＥ登録
者に対してアンケート調査を実施し、その結果を踏まえて検討していく。 
また、ＳＮＳの運用については、地域おこし協力隊と情報共有を図りながら、方策等を
検討していく。 

改 善 

一般 - 28



№016 

次頁へ続く 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ３ 文書広報費 

事 務 事 業 名 市民参加と協働推進 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 0     

Ｒ５ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

１ まちづくり基本条例の柱のひとつである「市民参加と協働」を推進する。 

２ 様々な機会を通じて広く市民の声を聴き、市民の意見をまちづくりに反映することを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ まちづくりの基本となる計画、実施と評価の過程で、市民の意見が適切に反映されるよう取組を行った。 

 審議会等の委員公募の実施 

 意見公募（パブリックコメント）の実施 

 まちづくり懇談会の開催及びアンケート調査等の実施 

２ 審議会などの委員公募 

公 募 件 数 
実 施 状 況 

募 集 応 募 選 任 

子ども・子育て会議委員ほか17件（２件増） 
21人 

(３人減) 

12人 

(10人減) 

12人 

(７人減) 

３ 意見公募（パブリックコメント）７件（±０件） 

実  施  項  目 意見提出件数 素案修正件数 

第２次観光振興計画（素案） 11件 ４件 

公園施設管理計画（素案） ９件 ９件 

第２次花と木・緑化推進事業計画見直し（素案） 10件 10件 

第６次総合計画（中間見直し版・素案） ８件 ５件 

第２次空家等対策計画（素案） 14件 14件 

第３期創生総合戦略（素案） ８件 ６件 

第３期子ども・子育て支援事業計画（素案） ７件 ５件 

合計 67件（38件増） 53件（52件増） 

４ 市民説明会・懇談会・意見交換会など 

  実施件数１件（２件減） 

実  施  項  目 参加者数 

まちづくり懇談会 114人（39人減） 

５ アンケート調査など 

 実  施  項  目 実  施  方  法 

「芦別・新城線」の運賃に関するアンケート調査 

市公式ホームページで周知したほか、総合庁舎

等の公共施設に回収箱を設置した。紙媒体及び

ＷＥＢ（ＬｏＧｏフォーム）のいずれかの方法 

第３期子ども・子育て支援事業計画策定のためのア

ンケート調査 

就学前保護者及び就学児童保護者（535人）に調

査票を送付し、返信用封筒により回収したほ

か、ＷＥＢによる回答も受け付けた。 
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 実  施  項  目 実  施  方  法 

子どもの生活実態調査 

市内の小学５年生から中学３年生（288人）に調

査票を送付し、返信用封筒により回収したほ

か、ＷＥＢによる回答も受け付けた。 

まち・ひと・しごと創生総合戦略市民意識アンケート

調査 

対象：若年者（15～17歳）197人、一般（18～69

歳）1,160人、事業者140通に対する無作為抽出

調査 

再生可能エネルギー導入戦略策定のための市民アン

ケート 
無作為に抽出した市民1,000世帯（18歳以上） 

再生可能エネルギー導入戦略策定のための事業者ア

ンケート 
各種業種別に選定した28事業者 

外国人材雇用状況調査 

令和５年度芦別市労働基本調査で外国人労働

者を雇用していると回答があった事業所へ調

査票を送付し、ＦＡＸにて回答を受け付けた。 

事業承継等意向調査 

令和５年度芦別市労働基本調査対象事業者、芦

別市エネルギー価格高騰対策経営支援金対象

事業者（未申請者も含む）、芦別商工会議所会

員事業者（令和７年１月31日現在）、令和６年

度特定商工業者名簿掲載事業所を対象とした。 

調査対象事業所に調査票を送付し、返信用封筒

により回収した。あわせて、ＷＥＢ（ＬｏＧｏ

フォーム）による回答も受け付けた。 

６ 市長への手紙 45 件(28 件増)、市長への電子メール ９件(５件増)、市役所へのメール ５件(５件減)、

市民の意見箱 ５件(５件増)、まちづくり意見はがき 13 件(９件減) 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 まちづくり基本条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

まちづくりの計画、実施と評価の過程において、市民の意見を適切
に反映していく必要がある。 

２．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

審議会等の委員公募、意見公募、アンケート調査、市長への手紙・メ
ールのほか、対面による懇談会等の開催により、市民参加が推進さ
れ、市民が市政に関わる機会を提供することができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市内各所でまちづくり懇談会を開催するほか、幅広い世代との意見交換を行うことで市
民参加の機会を広く持ち、協働によるまちづくりに努めるとともに、今後も市長への手
紙やまちづくり意見はがき等への対応を迅速に行い、市民の声を市政に反映していく。
なお、まちづくり意見はがきについては、市民から寄せられた意見を踏まえ、プライバ
シー保護の観点から、目隠しシールを導入することとした。また、意見公募（パブリッ
クコメント）の手法、審議会等のあり方及び公開に対する市民からの意見を踏まえ、広
報紙のほか、市公式ホームページや市公式ＬＩＮＥ等を活用しながら、委員及び意見の
公募情報や市民参加に関する情報をより積極的に提供していく。 

継 続 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ４ 情報管理費 

事 務 事 業 名 情報管理業務

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 106,314,962 19,167,713   5,003,000 82,144,249

Ｒ５ 81,062,046 13,191,780   1,000,000 66,870,266

増減 25,252,916 5,975,933   4,003,000 15,273,983

事 業 目 的  

１ 庁内ＬＡＮ（情報系・業務系）を活用した各種情報の共有、ネットワーク及びサーバ、クライアント、

各種周辺機器の運用及び維持管理を行う。 

２ マイナンバーカードの申請支援及び交付事務（公的個人認証事務として、カードのＩＣチップ内に格納

された電子申請書の交付事務を含む。）を行う。 

事業内容及び成果  

最新のセキュリティソフト等により、システム環境の安定運用を維持管理し、国、道等との様々な情報連

携により、情報の共有による行政運営の円滑化及び資質向上、行政情報の高度利用を行った。  

また、コンビニ交付サービスや公共施設予約システム等を導入し、市民の利便性向上、窓口業務職員の負

担軽減を図った。  

１ 情報化関係 

 情報系ネットワーク関係運用費  18,418,620円（3,723,720円増） 

 総合行政システム関係運用費   24,274,360円（5,904,360円増） 

 職員用パソコン購入（80台）    10,800,900円（3,389,100円減） 

  コンビニ交付サービス関係運用費 27,246,933円     （皆増） 

 公共施設予約システム関係運用費  2,376,166円     （皆増） 

 デジタルサイネージ関係運用費    835,340円     （皆増） 

２ マイナンバーカード関係 

 マイナンバーカードの申請支援を行った。          396件（207件増） 

 マイナンバーカードの申請者に適正かつ迅速に交付した。   797件 （74件減） 

 個人番号カード申請サポート等報奨金  延10件（皆増） 40,000円  （皆増）

          次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等
に関する法律、電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関
する法律 

自治事務（情報化関係）
法定受託事務（マイナン
バー関係） 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

自治体における情報ネットワークや、各業務処理システムの安定運
用、デジタル化の推進を図るために必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

コンビニ交付サービスや公共施設予約システム等を導入したことに
より、市民の利便性の向上及び業務の効率化が図られた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

現行の情報システム環境の維持と各システムの安定運用、ＡＩ等の最新技術を取り
入れることによる行政の効率化及び市民サービスの向上のほか、国が進めている自
治体情報システムの標準化・共通化やデジタル化の推進に向けた対応、また、令和
７年度より「書かない窓口サービス」を導入し、市民の負担軽減及び手続きの利便
性の向上を図っていく。 
なお、マイナンバーカードについては、引き続き適正な交付事務を行っていく。 

拡 充 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ５ 財政管理費 

事 務 事 業 名 財政管理事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 19,679,816     19,679,816

Ｒ５ 2,449,446     2,449,446

増減 17,230,370     17,230,370

事 業 目 的  

効率的な財政運営を実施し、予算の調製及び執行を適切に管理する。 

事業内容及び成果  

効率的な財政運営を実施し、予算の調製においては、国の予算編成、地方財政対策等の動向を注視しなが

ら財源を的確に把握するとともに、緊急性・必要性を十分に検討し、優先度を考慮した事業を実施すること

で、歳入の確保と歳出の抑制が図られた。 

また、平成20年度から導入・運用している財務会計システムについて、保守点検業務の契約期間が令和７

年７月31日（木）に終了することに伴い、地方公会計制度に基づく財務書類の作成や契約管理など新たな機

能を持ち合わせた財務会計・公会計（日々仕訳方式）システムを導入した。 

 財務会計システム保守点検業務委託料       1,088,076円（±０円） 

 地方公会計システム保守点検業務委託料       550,000円（±０円） 

 地方公会計財務書類作成支援業務委託料       704,000円（±０円） 

 財務会計システム更新業務委託料（債務負担分） 17,270,000円 （皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方自治法、予算の編成及び執行に関する規則 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

財政の健全な運営及び事務の計画的かつ効率的な遂行を期するため
に必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

財源を的確に把握するとともに、緊急性・必要性を十分に検討し、
優先度を考慮した事業を実施することで、歳入の確保と歳出の抑制
が図られた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

収支均衡型の財政構造の確立と市民の福祉増進に向けた取組のバランスを図りながら、
適切な歳出計上と特定財源の確保及び一般財源総額の抑制に努めていく。 

継 続 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ５ 財政管理費 

事 務 事 業 名 行財政改革推進 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 82,810     82,810

Ｒ５ 84,030     84,030

増減 △1,220        △1,220

事 業 目 的  

市民の福祉増進に必要な施策を実現するため、行政改革推進委員会を設置し、市民等から広く意見を求め、

効率的かつ安定的な行政運営の推進に努める。 

 また、持続可能な自治体として、収支均衡型の財政構造の確立、標準財政規模の10パーセント以上の留保

資金の確保及び市民の利便性が高い安全で暮らしやすい環境の構築を目標とした「行財政運営と改革の基本

方針」に基づき、その実施計画となる「行財政改革推進プラン」の実行等により、本市の未来やまちの成長

と発展につなげる。 

事業内容及び成果  

１ 行政改革推進委員報酬 13人(４人減) 58,000 円(6,000 円減) 

２ 行政改革推進委員会の開催状況 １回（±０回） 

開催日時 主な会議内容 

令和６年７月 30 日（火） 

午後５時～ 

・行財政改革推進プランの進捗状況の報告 

・新たな行財政改革推進計画プランの策定について 

３ 財政基盤強化集中改革プラン及び行財政改革推進プランの進捗管理 

  財政基盤強化集中改革プラン及び行財政改革推進プランに掲げる具体的な取組項目の進捗状況を把握す

るとともに、全体的な効果額の取りまとめを行った。 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 行政改革推進委員会条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

将来に向けて収支均衡型の財政構造を確立していくこと、災
害等の不測の事態への対応として標準財政規模の10パーセン
ト以上の留保資金を確保していくこと、また、行政の効率化と
人材育成の推進の取組、市民の利便性が高い安全で暮らしや
すい環境の構築を図っていくため、一層の行財政改革を推進
する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各所管課において、行財政改革推進プランに掲げる取組項目
を推進した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

※行政改革推進委員会からの提言で、検討中の項目について
は、それぞれの事務事業に記載している。 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和７年度中に策定する新たな行財政改革推進プランに基づき、将来を見据えた安定的
な財政運営や、市民ニーズに対応した行政サービスの推進に向けて取り組みを進めてい
く。 

改 善 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ５ 財政管理費 

事 務 事 業 名 公共施設等総合管理計画進行管理 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 0     

Ｒ５ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

 国の要請に基づき策定した公共施設等総合管理計画により、本市が保有する公共施設の延床面積の総量の

削減、長寿命化の取組みによるライフサイクルコストの縮減及び施設の管理運営の改善・効率化を推進する。

また、個別施設ごとに具体的な対応方針を定める個別施設計画の策定により、施設の管理上の課題の把握や改

修計画の適正な実施に努める。 

事業内容及び成果  

施設毎に個別施設計画の策定や改定を実施し、管理上の課題の把握や起債申請資料として活用した。 

  総合福祉センターほか 全36施設分 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について（H26.4 地方公
共団体が公共施設等総合管理計画を策定するための国からの要請） 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

各公共施設の老朽化等を踏まえながら、財政運営に配慮しつつ今後
の各公共施設等の在るべき姿を示していくほか、起債申請資料とし
ても活用することから、適正に管理事務を進めていく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

個別施設計画の策定や改定により、各公共施設の実態を把握するこ
とができ、建物の修繕や設備の更新などの長寿命化の取組を推進す
るとともに、その財源としての起債の申請に活用した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

公共施設延べ床面積総量の削減や長寿命化等の取組によるライフサイクルコストの縮減を
図っていくとともに、引き続き、所管課において個別施設計画の改定に取り組んでいく。

継 続 
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№021

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ６ 会計管理費 

事 務 事 業 名 会計管理事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 5,299,727     5,299,727

Ｒ５ 4,386,808     4,386,808

増減 912,919     912,919

事 業 目 的  

歳入歳出の出納に関する事務を適切に行う。 

事業内容及び成果  

地方自治法等の規定に基づき、支払いに関する審査、収入及び支払いに係る現金の出納・保管・記録、基

金の運用、物品の出納・保管及び決算書作成事務を公正かつ適正に執行した。   

支払手数料 5,210,613円（961,101円増） 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令 地方自治法等 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方自治法等に基づき実施する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

出納事務を適切に行い安定的な財政運営に寄与することができ
た。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

一部の金融機関から取り扱いに係る手数料の見直しが求められ
た。 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

支払いに関する確認、収入及び支払いに係る現金の出納・保管・記録、基金の運用、物
品の出納及び保管等を公正かつ適正に執行していく。今後も金融機関からの要望に対し
ては、市中金融機関の均衡を図りつつ、他市の状況を把握しながら検討していく。 

継 続 
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№022 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ７ 財産管理費 

事 務 事 業 名 財産管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 23,715,617   7,700,000 1,943,220 14,072,397

Ｒ５ 11,142,221    2,105,220 9,037,001

増減 12,573,396   7,700,000 △162,000 5,035,396

事 業 目 的  

１ 市有財産の取得、管理、処分及び賃貸借等に伴う登記、登録を実施する。 

２ 厳しい財政状況が続く中、今後、人口減少・少子高齢化などにより公共施設等の利用需要の変化と遊休

施設の増加が予想されることから、総合的かつ計画的な管理を行う。 

事業内容及び成果  

１ 市有財産の取得、処分において、他課との十分な調整協議により有効的な利用方法を検討し、公営住宅

等の除却工事により発生した鉄くず等を売却した。 

２ 市有財産の管理 

 火災保険料            5,867,209円    （11,957円増） 

 市有地草刈業務委託料       3,716,900円 （1,488,300円増） 

 旧芸術文化交流館閉館処理一式    652,190円      （皆増) 

 芦別消防旧第６分団詰所除却工事 11,451,000円          （皆増） 

３ 遊休施設の利活用者を募集した。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 公有財産規則 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市有財産の適正な管理、処分等を実施するため必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

不用品売却により収入を確保するとともに、遊休施設を利活用希望
者に譲渡または、除却することにより施設管理費の縮減及び、生活
環境の改善が図られている。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

■有 
□無 

令和６年度不用品等売却額 1,776 千円／年

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

公売等による不用品の売却を実施して歳入の確保を図るとともに、利活用可能な遊休
施設については売却や利活用希望者の募集を実施する。また、老朽化等により利活用
の見込みのない遊休施設については計画的に処分していく。 

継 続 
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№023

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 環境審議会運営事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 49,620     49,620

Ｒ５ 37,620     37,620

増減 12,000     12,000

事 業 目 的  

環境基本条例の規定に基づき設置された市長の附属機関である環境審議会において、環境の保全・活用な

どに関する基本的な事項や具体的な事業について審議することを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 環境審議会委員報酬  12人（３人増） 48,000円（12,000円増） 

       費用弁償  ３人（±０人）  1,620円  （±０円） 

２ 環境審議会の開催状況 

開催回 参加委員数 会議内容 

第１回（令和６年12月４日（水）） 13人 
令和５年度環境基本計画の取組実績、ゼロカーボン計画

策定について 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 環境基本条例、環境基本計画 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

本市の良好で快適な環境の保全、活用、創造に関する施策について、
総合的・計画的に推進する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

環境基本計画に係る取組実績のほか、ゼロカーボン実行計画策定に
係る意見交換や協議を実施することができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

環境の保全や活用などに関する事業等について審議していく。 継 続
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№024

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 地域振興業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 1,764,178    951,678 812,500

Ｒ５ 869,142    92,451 776,691

増減 895,036    859,227 35,809

事 業 目 的  

関係機関・団体などと連携を図りながら地域振興を促進する。 

事業内容及び成果  

１ 空知地方総合開発期成会による国費・道費予算の要望 

 道要望 令和６年７月９日（火）実施 

 国要望 令和６年８月１日（木）実施 

 空知地方総合開発期成会負担金 257,000円（2,000円減） 

２ 過疎地域持続的発展市町村計画及び過疎対策事業債の活用 

  全国過疎地域連盟北海道支部負担金 99,750円（28,350円増） 

３ 「星の降る里あしべつ応援大使」の状況 委嘱者 ９人（１人増） 

  髙橋 慶彦 氏、土山 希美枝 氏、角幡 唯介 氏、ようへい 氏、手嶋 龍一 氏、やしろ まりこ 氏、 

小山 大輝 氏、脇屋 友詞 氏、常盤 貴子 氏 

４ 「星の降る里あしべつ応援団」の状況 

登録人数78人（38人増）（うち道外21人（11人増）、道内51人（26人増）、空知管内６人（１人増）） 

＜事務事業評価結果＞

根拠・関係法令 
過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法、「星の降る里あし
べつ応援大使」事業実施要領、星の降る里あしべつ応援団設置要領 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

恵まれた自然環境や立地条件、豊かな人材などを活かしながら、活力
ある地域づくりを目指していく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

本市で実施される国、道の開発予算について、国、道に対し対面での
予算要望を行うことができた。また、「星の降る里あしべつ応援大使」
や「星の降る里あしべつ応援団」と連携することにより、本市の知名
度及び魅力の向上が図られている。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減
など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

「星の降る里あしべつ応援大使」を９名まで増員したことから、今後さらに、応援大使を
活かした本市のＰＲ事業の実施について検討していく。また、「星の降る里あしべつ応援
団」については、令和６年度に実施した応援団員へのアンケート調査において、団員同士
の交流の場がほしいとの要望があったことから、オンライン上に芦別版メタバース（仮
想空間）による交流プラットフォームを整備し、団員同士の交流促進を図ることにより、
本市の魅力向上に努め、交流人口・関係人口の拡大を図っていく。 

継 続 
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№025

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 移住・定住促進業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 56,431,363   20,000,000 7,381,000 29,050,363

Ｒ５ 56,107,210   21,300,000 5,000,000 29,807,210

増減 324,153   △1,300,000 2,381,000 △756,847

事 業 目 的  

本市への移住・定住を促進するとともに、関係人口・交流人口の増加を図ることで地域活性化を推進する

ことを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 事業内容 

空き家・空き地情報バンク等の市公式ホームページ掲載など、本市の快適な住環境を道内外に向けて積

極的に情報発信するとともに、受入れ体制を充実するため、定住の基礎となる持ち家取得を奨励するため

の助成を行うなど、移住・定住を促す住環境の整備を図ったほか、本市への定住意識の醸成を図るため、

「人生の節目」となる出産に対して祝品を贈呈した。 

また、本市の魅力やイベント等について周知するべくメルマガを配信し、関係人口の拡大に努めた。 

ワンストップ窓口による移住相談・対応 34件（２件減） 

  来庁 ５件（１件減）、電話 22件（８件増）、メール ３件（７件減）、手紙 ０件（１件減）、 

ＷＥＢ相談 ４件（１件減）、資料請求 ０件（±０件） 

空き家・空き地情報バンクの状況   

登録件数   ７件（９件減） （空き家 ６件（５件減）、空き地 １件（４件減）） 

買受人決定  ５件（12件減） （空き家 ３件（10件減）、空き地 ２件（２件減）） 

賃貸契約成立 ０件（±０件） （空き家 ０件（±０件）、空き地 ０件（±０件）） 

持ち家取得奨励金交付 20,000,000円 （15,670,000円減） 

① 新築 市内３件(±０件) (うち子育て世帯加算２件(１件減)、うち市内業者加算０件(±０件)) 

市外０件(１件減) (うち子育て世帯加算０件(±０件)、うち市内業者加算０件(±０件)) 

② 中古 市内９件(６件減) (うち子育て世帯加算３件(３件減))  

市外９件(２件減) (うち子育て世帯加算１件(２件減))  

賃貸住宅家賃助成 10,357,000円（3,937,000円増） 

助成決定件数 19件（６件増） 

出産祝品の贈呈（10万円分の商品券） 34件（４件増） 3,400,000円（400,000円増） 

地域おこし協力隊の状況 

① フリーミッション部門  ４人（２人増） 活動経費等 16,888,277円（7,325,465円増）  

② 陶芸センター指導員部門 １人 （皆増） 活動経費等  4,327,227円     （皆増） 

 移住フェアの参加（市職員及び地域おこし協力隊が参加） 

北海道mini移住・交流フェア2024in福岡（令和６年９月７日(土)博多バスターミナル大ホール） 

第20回ふるさと回帰フェア2024    （令和６年９月21日(土)東京国際フォーラム） 

北海道mini移住・交流フェア2024仙台 （令和６年11月９日(水)TKPガーデンシティPREMIUM仙台西口）

北海道の魅力発信タイアップイベント （令和６年11月16日(水)HANASAKA SQUARE） 

 星の降る里あしべつメールマガジンの配信 ３回（１回減） 37,919円（959円減） 

  １回目 8,502件、２回目 8,001件、３回目 7,970件 

次頁へ続く
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 移住定住促進条例、地域おこし協力隊設置要綱 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

急速に進行する人口減少を抑制するため、若者及び子育て世代並び
に移住者誘致に重点を置いた施策に取り組むことにより、魅力ある
まちづくりを推進する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

空き家・空き地情報バンク等の各種施策の情報を市公式ホームペー
ジで発信することにより、市民及び移住者等の各種施策の利用促進
が図られた。また、移住フェアに出展し芦別市地域おこし協力隊の
募集や移住者に対する助成制度等のＰＲを行った結果、移住・定住
の促進が図られた。

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

移住・定住に直接つながる持ち家取得奨励事業や賃貸住宅家賃助成事業を継続していく
ほか、移住・定住施策の充実を図り、地域活性化の推進に努めていく。また、地域おこし
協力隊の増員に向け、関係部署と連携しながら募集を行うほか、令和６年度で任期を終
了し市内で起業した２名に対するフォローを継続するとともに、現隊員３名に対しても、
卒隊後の起業等に係るバックアップやフォローを行い、定住に向けた環境づくりに努め
る。 

継 続 
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№026 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 高等教育機関支援業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 145,476     145,476

Ｒ５ 0     

増減 145,476     145,476

事 業 目 的  

本市が誘致した専門学校北日本自動車大学校、星槎大学及び星槎国際高等学校の支援策として、北海道内

の高等学校を訪問し、学校のＰＲと学生募集活動を行い、入学者の確保に努める。 

事業内容及び成果  

北海道内の高等学校を訪問し、進路指導（進学）の教諭に専門学校北日本自動車大学校の概要及び本市の

支援制度について説明し、自動車関係の進学状況についての聞き取り調査を行うとともに、星槎大学及び星

槎国際高等学校については、学校の概要説明を行い、生徒及び教諭へのＰＲを依頼した。 

なお、令和６年度については、専門学校北日本自動車大学校と募集活動エリアの調整の結果、網走・北

見、釧路、渡島の各方面の学校に対する訪問を行った。 

訪問学校数 釧路方面（令和６年６月18日（火）～令和６年６月20日（木））    13校（13校増） 

      渡島方面（令和６年７月10日（水）～令和６年７月12日（金））    10校（10校増） 

網走・北見方面（令和６年７月16日（火）～令和６年７月18日（木）） 17校（17校増） 

合計40校（40校増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市が誘致した学校への支援策として、学生募集活動を行う必要があ
る。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

昨年度は未実施となっていた学生募集活動について、専門学校北日
本自動車大学校より要請を受けて、令和６年度は活動を再開し、学
校のＰＲを実施したことで、広く周知を図ることができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

専門学校北日本自動車大学校は、入学生の確保が喫緊の課題となっていることから、学
生募集活動にあたっては、同校との連携を図り、募集活動地域の割り振りなどにより、
効果的・効率的に行っていく。 

継 続 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 土地売買等届出事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 16,909  16,909   

Ｒ５ 16,632  16,632   

増減 277  277   

事 業 目 的  

地域の人々の生活や周辺の自然環境にも影響を及ぼす乱開発、無秩序な土地利用を防止することを目的と

する。 

事業内容及び成果  

国土利用計画法に基づく届出の内容を確認し、意見を付して空知総合振興局に報告した。 

届出件数 21件（10件増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 国土利用計画法 法定受託事務等 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

3. 要望 
（市民・団体等か
らの要望など） 

□ 有 
□ 無 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の 
休止・廃止 
など 

□有 
□無 

コスト縮減 

など 

□有 
□無 

他の事業と 
の統合や民 
間委託など 

□有 
□無 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に事務を実施していく。 継 続 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 広域行政事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 2,165,620 178,340    1,987,280

Ｒ５ 2,154,770 174,500    1,980,270

増減 10,850 3,840    7,010

事 業 目 的  

本市では少子高齢化が進んでいることから、行政機能を向上させ市民の生活機能を確保することが必要で

あるため、国、北海道及び近隣市町と医療、教育、環境などの分野において、お互いの特性を生かした連携

強化を進めることが重要であり、効率的かつ効果的なまちづくりを進める。 

事業内容及び成果  

１ 中空知広域市町村圏組合 

中空知広域市町村圏組合は、芦別市、赤平市、滝川市、砂川市、歌志内市、奈井江町、上砂川町、浦臼町、

新十津川町、雨竜町の５市５町で構成し、圏域の共同事業として交通災害共済事業、交通遺児に対する奨学

事業をはじめ、圏域の振興に係る総合調整のほか、ふるさと市町村圏基金に基づく産業観光振興事業、教育

文化振興事業、コミュニティ推進事業などのソフト事業を展開した。 

 会議等の状況 

会議等名 回    数 

定例会 ２回（±０回） 

臨時会 ０回（１回減） 

理事会 ３回（２回減）（うち書面会議１回） 

副市町長会議・情報交換会 ２回（３回減） 

企画調整会議 ２回（２回減） 

ふるさと議員交流会 １回（±０回） 

理事・議員連絡会議 １回（±０回） 

計 11回（８回減） 

 中空知広域市町村圏組合事務費負担金 1,597,000 円（3,000 円減） 

２ 中空知定住自立圏構想推進協議会 

会議等の状況 

会議等名 回    数 

中空知定住自立圏構想推進会議 １回（±０回）（うち書面会議１回） 

副市町長会議 １回（１回減） 

幹事会 ３回（１回減）（うち書面会議１回） 

共生ビジョン懇談会 １回（±０回）（うち書面会議１回） 

計 ６回（２回減） 

 なかそらち合同企業説明会 

① 実施年月日 令和６年 10 月２日（水） 

② 場   所 國學院大學北海道短期大学部 体育館 

③ 参加企業数 53 社（８社増） 

④ 参 加 校 芦別高等学校 

 中空知定住自立圏構想推進協議会負担金 50,000 円（±０円） 

次頁へ続く 
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３ 学生地域定着推進広域連携協議会 

 2024 日本プロ野球ＯＢクラブベースボールサマーキャンプｉｎ芦別の開催 

① 開 催 日 令和６年８月６日（火）～令和６年８月８日（木） 

② 受入団体 芦別市 

③ 参 加 者 １人（１人増） 

 芦別・赤平子育てツアーの開催 

① 開 催 日 令和７年２月 13 日（木） 

② 受入団体 芦別市・赤平市 

③ 参 加 者 16 人（皆増） 

 芦別市内企業インターンシップ事業 

① 開 催 日 令和７年３月５日（水）～令和７年３月７日（金） 

② 受入企業 ５社（１社増） 

③ 参 加 者 ７人（±０人） 

 学生地域定着推進広域連携協議会負担金 362,680 円（10,680 円増） 

４ 北海道空知地域創生協議会 

北海道空知地域創生協議会は、空知管内の 24市町で構成し、「空知」ならではの観光・物産やライフス

タイル、生活環境などに関する情報を総合的に発信し、空知地域に対する関心や理解度の向上、首都圏等で

の知名度向上を図り、人とモノの流れの創出を目指す取組を行った。 

 多様な情報発信の実施 

① ウェブサイト「そらち・デ・ビュー」等による情報発信 

ア ウェブサイト「そらち・デ・ビュー」による情報発信 

イ 空知知名度調査の実施 

② ＳＮＳやそらち応援大使を活用した情報発信 

 ＳＮＳ（Ｉｎｓｔａｇｒａｍ、Ｆａｃｅｂｏｏｋ、Ｘ）を活用した情報発信 

 戦略的なプロモーションの実施 

① 首都圏向けプロモーション事業 

ア 空知管内自治体ＰＲ動画の制作 

イ そらち・デ・オフ会ｉｎ東京 2025 の開催 

② 道内向けプロモーション事業 

ア エスコンフィールドＨＯＫＫＡＩＤＯにおける地域ＰＲブースへの出展 

  イ 『「そらち食の応援アンバサダー」佐藤麻実と行く！冬のそらちバスツアー』の開催 

 その他 

 ① ＰＲ冊子「ｅ`ｓｏｒａｃｈｉそらちの『肉』」など過去のＰＲ素材を増刷・配布 

  ② 協議会制作のプロモーション素材を活用したＰＲ活動を実施 

    北海道“みりょく”発信プロジェクトと連携したＰＲ（札幌駅前通地下歩行空間） 

 北海道空知地域創生協議会負担金 150,000 円（±０円） 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければな

らない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

人口減少や高齢化が進む中において、交通対策や医療等、様々な分
野で、現在の市域を越えた広域的な取組が必要となっている。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図ら

れているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

中空知定住自立圏構想推進協議会開催のなかそらち合同企業説明
会の開催や、学生地域定着推進広域連携協議会により芦別市内企
業インターンシップが開催されるなど、広域連携のメリットを生
かすことができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの要

望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

第４次中空知ふるさと市町村圏計画や第３期中空知定住自立圏共生ビジョンに基づき、
各種施策の展開を図っていくほか、空知地域創生協議会として空知管内 24 市町が連携
し、地域のＰＲや移住促進事業を展開するなど、空知全体の魅力を高めるための取組を
行っていく。ベースボールサマーキャンプの受け入れ等江別４大学の学生が地域活動に
参加する機会を増やし、本市の魅力を発見してもらうとともに、学生が地域に定着して
もらえるよう事業を推進していくほか、新たな受入事業についても検討し、本市の魅力
発信と若者の就職、定住促進につながるよう努めていく。 

継 続 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 地球温暖化・省エネルギー対策推進 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 13,320,004 8,000,000   3,340,000 1,980,004

Ｒ５ 63,430     63,430

増減 13,256,574 8,000,000   3,340,000 1,916,574

事 業 目 的  

国における温室効果ガス削減の国際公約に基づき、地球温暖化対策の推進に関する法律、エネルギーの使

用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律による二酸化炭素排出量の削減が求められている

ことから、各公共施設及び公用車等のエネルギー使用量の削減を図るほか、ゼロカーボンシティ宣言による

2050年までの二酸化炭素排出量ゼロを目指す取組を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 第３期芦別市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）によるＰＤＣＡサイクルを基本とした取組を推進

したほか、ゼロカーボン実行計画（区域施策編）策定に向けて、再生可能エネルギー導入戦略を作成し

た。 

会議の開催状況 

区  分 回数 

地球温暖化・省エネ対策推進本部の開催 ４回（３回増） 

地球温暖化・省エネ対策推進委員会の開催 ４回（３回増） 

２ 主な経費 

講師報償金                 91,200円（皆増） 

講習会講師費用弁償             202,900円（皆増） 

再生可能エネルギー導入調査等業務委託料 13,022,934円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
地球温暖化対策の推進に関する法律、エネルギーの使用の合理化
及び非化石エネルギーへの転換等に関する法律 

自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地球温暖化対策の推進に関する法律、エネルギーの使用の合理化及
び非化石エネルギーへの転換等に関する法律に基づき、市町村は温
室効果ガスの排出量の削減等に取り組む必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

基準年（令和元年度）の温室効果ガス排出量 7,899,098kg-CO2 と比
較して、令和６年度実績は 6,971,158kg CO2 となり、11.7％削減す
ることができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

各公共施設及び公用車等のエネルギー使用量の削減のほか、ゼロカーボンシティ宣言に
伴う脱炭素化社会の実現を目指し、公共施設照明ＬＥＤ化基本方針に基づく取組を推進
するほか、令和７年度中に芦別市ゼロカーボン実行計画（区域施策編）を策定する。 

改 善 

一般 - 49



№030

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 行政評価推進 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 0     

Ｒ５ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

個々の事務事業の成果・活動状況を把握し、改革・改善を図り、効率的で効果的なまちづくりの実現に向

け、行政評価を推進する。 

事業内容及び成果  

１ 事務事業評価の実施 一般会計 245件（８件減） 特別会計 69件（６件減） 

２ 事務事業評価内容（事務事業の必要性、市民福祉の向上が図られているかなどの成果、市民等からの要望

内容、行財政改革の取組、以上４点の評価項目を設け、必要に応じてコメントを付しながら、全ての事務事

業に今後の方向性を記載した。また、総合判定を「休止」「廃止」「終了」「拡充」「縮小」「継続」「改

善」「評価対象外」の８区分で評価した。） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 まちづくり基本条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

今後、さらなる財政規模の縮小が求められる中、複雑かつ多様化す
る市民ニーズに対応していくためには、職員一人ひとりが共通認識
に立ち、前例踏襲からの脱却と改革・改善する意識を持ちながら各
種業務に取り組み、改善を図っていく必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

全ての事務事業において、必要性、成果、要望及び行財政改革の取
組内容について適正な評価を行い、今後の方向性を確認した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

事務事業評価内容の見直しを図りながら、各種事務事業の改善等を図っていく。 継 続 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 総合戦略進行管理 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 5,166,060    5,060,000 106,060

Ｒ５ 86,520     86,520

増減 5,079,540    5,060,000 19,540

事 業 目 的  

国が策定した「デジタル田園都市国家構想総合戦略」の基本的な考え方や政策５原則等を基に、本市にお

ける人口減少と地域経済縮小の克服、及びまち・ひと・しごとを創生し、これらの好循環の確立を目指す。 

事業内容及び成果  

 第２期芦別市まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和２年度～令和６年度）の計画期間を終えることから、

人口減少の進行の緩和などを目指す、第３期芦別市創生総合戦略（令和７年度～令和11年度）を策定した。 

 まち・ひと・しごと創生総合戦略策定庁内検討委員会 ５回（１回増）（うち書面会議３回） 

 まち・ひと・しごと創生総合戦略推進本部会議    ４回（１回増） 

 まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議      ３回（±０回） 

  ① 総合戦略推進会議委員報酬 13人（２人増）  104,000円（20,000円増） 

  ② 総合戦略推進会議委員費用弁償 ３人（±０人） 2,060円  （460円減） 

 人口ビジョン・総合戦略策定支援業務委託料 5,060,000円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 まち・ひと・しごと創生法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

毎年度、施策の進捗状況や効果をとりまとめ、検証を行い、必要に
応じて見直しを行っていくなど適切な対応が図られるよう管理する
必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

第２期芦別市まち・ひと・しごと創生総合戦略の計画期間を終える
ことから、第３期芦別市創生総合戦略を策定した。 
ＫＰＩを設定している 59 事業（８事業増）の効果については、「地
方創生に非常に効果的であった」及び「地方創生に相当程度効果が
あった」の割合が増加（９事業増）し、効果は概ね維持されている。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

地方創生関係交付金をはじめ、国の支援制度の積極的な活用を図りながら、令和７年度
を始期とする第３期芦別市創生総合戦略に掲げる施策の充実・強化に努めていく。また、
人口減少の進行を緩和するため、定住施策を充実するほか、国の地方創生２．０基本構
想に基づく総合戦略の策定状況を見定めながら、本市の総合戦略の見直しについて検討
する。 

継 続 

一般 - 51



№032

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 ＪＲ芦別駅管理等業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 143,946    143,946 

Ｒ５ 104,940    104,940 

増減 39,006    39,006 

事 業 目 的  

ＪＲ北海道が平成28年４月から芦別駅を無人化したところであるが、市民の利便性の確保、安全・防犯対

策の観点から、ＪＲ北海道より芦別駅の管理等業務を受託する。 

事業内容及び成果  

業務内容 

 乗車券類委託販売業務 

 旅客案内業務 

 駅清掃業務 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市がＪＲ北海道から委託を受け管理等業務を行うことにより、市民・
観光客等の利便性の確保が図られる。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど） 

□ 向上した 
■ 維持した
□ 低下した 

ＪＲ北海道より、乗車券類委託販売業務、旅客案内業務、駅清掃業
務を受託することで、市民・観光客等の利便性の確保や安全、防犯
対策が図られている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

ＪＲを利用する市民及び観光客等が安全に利用できる駅を目指すため、ＪＲ北海道から
委託を受け、適切に管理運営を行っていく。 

継 続 

一般 - 52



№033

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 総合計画進行管理 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 163,200     163,200

Ｒ５ 0     

増減 163,200     163,200

事 業 目 的  

まちづくり基本条例に基づき、本市の最上位計画である総合計画の目指すまちの将来像「みんなで築く 

豊かで住みよい 人と文化の輝くまち」を実現させる。 

事業内容及び成果  

１ 目標達成に向けた効率的かつ効果的な施策・事務事業を実施するため、事務事業評価による改善を図り

ながら、総合計画・実施計画の策定を行った。 

  総合計画、実施計画策定事業数 322事業（９事業減） 

２ 令和６年度は、第６次総合計画の策定から５年目に当たることから、社会的経済的情勢の変化を踏ま

え、中間見直しを行い、令和７年度から令和11年度までの５年間を計画期間とする改訂版を策定した。 

 第６次総合計画策定本部企画会議（うち書面会議２回） ６回（６回増） 

 第６次総合計画策定本部委員会 ５回（５回増） 

 第６次総合計画審議会 ３回（３回増） 

 ① 総合計画審議会委員報酬   14人（皆増） 160,000円（皆増） 

 ② 総合計画審議会委員費用弁償 ３人（皆増）  3,200円（皆増）

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 まちづくり基本条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

本市が将来にわたって持続可能なまちとして、その魅力を充実させ
るため、総合的かつ計画的にまちづくりを進める必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

効率的・効果的な施策・事務事業を実施するため、事務事業評価に
よる改善を図りながら実施計画の策定を行うことができた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

第６次芦別市総合計画の目指すまちの将来像である、「みんなで築く 豊かで住みよい
人と文化の輝くまち」の実現に向け、令和６年度に策定した改訂版を基軸とし、令和７
年度からの後期５年間において、基本構想に掲げるまちづくりの基本方向及び基本目標
に沿った各種施策を展開していく。 

継 続 

一般 - 53
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ８ 企画振興費 

事 務 事 業 名 総合教育会議運営事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 0

Ｒ５ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、総合教育会議を設置し、市長と教育委員会が地域の

課題や教育のあるべき姿を共有し、相互に連携を図りながら教育行政を推進する。 

事業内容及び成果  

 総合教育会議については、市長の改選期のため各種調整が整わなかったことから、本年度の開催を見送っ

た。 

 総合教育会議開催状況 ０回（１回減）   

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市長と教育委員会が十分な意思疎通を図り、教育の課題や目指す方
向性を共有しながら、連携して効果的な教育行政を推進する必要が
ある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

会議の開催には至らなかったが、教育委員会と相互に連携しながら
教育行政の推進が図られた。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市長と教育委員会が地域の課題や教育のあるべき姿を共有し、相互に連携を図りながら
効果的な教育行政を推進していく。 

継 続 

一般 - 54



№035

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 ９ 公平委員会費 

事 務 事 業 名 公平委員会運営事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 10,800     10,800

Ｒ５ 98,910     98,910

増減 △88,110     △88,110

事 業 目 的  

公平委員会の円滑な運営と適正な公平審理を行うため、委員会の開催、研修会等への積極的な参加に努め

る。 

事業内容及び成果  

１ 公平委員会委員報酬 ３人（±０人） ０円（22,400円減）  

２ 公平委員会の開催 １回開催（書面開催）（±０回）、総会等への参加 ０回（１回減）、苦情相談員

の配置 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方自治法、地方公務員法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方公務員法に基づき公平委員会を置く必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・
判定し、必要な措置を図った。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に事務を実施していく。 継 続 
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№036

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 10 交通安全対策費 

事 務 事 業 名 交通安全対策事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 5,104,636    2,080,000 3,024,636

Ｒ５ 6,419,375    1,400,000 5,019,375

増減 △1,314,739    680,000 △1,994,739

事 業 目 的  

市内における交通安全の確保、交通事故抑止を目的とする。 

事業内容及び成果  

市民が主体的に行う交通安全総点検、地域の特性に応じた取組等により、参加、協働型の交通安全活動を

推進した。 

 交通安全運動期別実施状況 

区    分 期  間 日  数 

春の全国交通安全運動 令和６年４月６日(土)～令和６年４月15日(月) 10日間 

夏の交通安全運動 令和６年７月13日(土)～令和６年７月22日(月) 10日間 

秋の全国交通安全運動 令和６年９月21日(土)～令和６年９月30日(月) 10日間 

冬の交通安全運動 令和６年11月13日(水)～令和６年11月22日(金) 10日間 

合    計 ４回（±０回） 40日間 

 交通安全教室等の実施状況（映画、講話） 

区    分 実施回数 参加人数 

児童・生徒の交通安全教室 ７回（２回減） 474人（62人増） 

老人クラブの交通安全教室ほか ４回（±０回） 59人（47人減） 

合    計 11回（２回減） 533人（15人増） 

 交通安全運動の実施状況 

区    分 参加人数 

春の全国交通安全運動市民決起大会 60人 (５人増) 

秋の全国交通安全運動市民決起大会 39人(361人減) 

町内会女性部等の交通安全巡回啓発放送 
延52人 (±０人) 

(春夏秋冬各13人) 

交通安全「人の波街頭啓発」（年４期40日ほか） 延802人(134人減) 

バイクの日（８月19日）等交通安全の日の運動 延11人 (４人減) 

合    計 延964人(494人減) 

 被害者援助対策の推進 

区    分 人数・件数 

中空知交通災害共済加入者 939人（26人減） 

見舞金支払件数 １件（３件減） 

 交通指導員の活動状況 

 ① 交通指導員報償金 ８人（±０人） 1,600,000円（250,000円減） 

 ② 街頭啓発 延800日間（125日減） 

 ③ 実施場所 芦別小学校交差点付近、駅前セブンイレブン交差点付近、上芦別小学校前交差点付近等 

 運転免許証自主返納支援金 98件（４件減） 1,960,000円（80,000円減） 

次頁へ続く 
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 交通安全対策基本法 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市内における交通安全の確保、交通事故抑止のために必要で
ある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市民への交通安全啓発事業及び高齢者等運転免許自主返納支
援事業の実施により、交通事故の抑止に寄与している。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休止・
廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減など 
□有 
■無 

― 

他の事業との統
合や民間委託な
ど 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

関係団体と連携を図り、交通安全運動や交通安全教育をはじめとする事業を推進してい
く。 

継 続 

 その他主な経費 

 ① 交通安全対策本部負担金 973,020円（519,858円増） 

 ② 交通安全協会交付金   473,000円   （±０円） 
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№037 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 11 車両管理費 

事 務 事 業 名 車両維持管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 47,585,601   10,300,000  37,285,601

Ｒ５ 34,454,486     34,454,486

増減 13,131,115   10,300,000  2,831,115

事 業 目 的  

市有車両の円滑な運行と良好な維持管理を目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 主な維持管理費（日常点検、定期点検整備等） 

 タイヤ等消耗品      2,162,353円 （897,556円減） 

 燃料費         3,555,647円 （248,413円減） 

 修繕料（車検代含む） 23,652,211円（2,726,199円増） 

 工事請負費      11,044,000円     （皆増） 

  施工内容：車両センター改修工事 

（エアコン設置、外壁サイディング張替、玄関庇屋根トタン葺き替え等） 

２ 車両一覧 

所属 車名 年式 所属 車名 年式 所属 車名 年式 

総務防災課総務係 インプレッサ Ｈ22 環境生活係 平ボデー Ｈ16 土木係 除雪グレーダ Ｒ５ 

〃 フィット Ｈ23 〃 〃 Ｒ２ 〃 ロータリ除雪車 Ｈ23 

〃 〃 Ｈ29 健康推進係 ワゴン R Ｈ16 〃 〃 Ｈ27 

〃 シエンタ Ｈ29 〃 エブリイ Ｒ３ 〃 〃 Ｈ29 

〃 ムーブ Ｈ30 地域包括支援係 ミライース Ｈ28 〃 〃 Ｒ１ 

〃 キャンター Ｈ３ 〃 アルト Ｈ28 〃 〃 Ｒ４ 

〃 コースター Ｈ７ 〃 ムーブ Ｒ２ 〃 〃 Ｒ５ 

〃 ジャーニー Ｈ８ 福祉係 ADバン Ｈ21 住宅係 ワゴン R Ｈ29 

〃 フォワード Ｈ10 保護係 クリッパー Ｒ５ 建築係 タウンエース Ｈ27 

〃 オデッセイ Ｈ19 子どもセンター アルト Ｈ27 学務課総務係 スクールバス Ｈ18 

〃 アルファード Ｈ26 〃 エブリイ Ｈ28 〃 〃 Ｈ25 

〃 セレナ Ｒ１ 農政係 ジムニー Ｈ28 〃 〃 Ｈ26 

環境生活係 エブリイ Ｈ20 林務係 フォレスター Ｈ28 〃 〃 Ｈ28 

〃 セレナ Ｒ３ 〃 スノーモービル Ｒ３ 〃 〃 Ｒ５ 

〃 タウンエース Ｈ24 〃 けん引トレーラ Ｒ３ 〃 〃 Ｒ５ 

〃 バキューム車 Ｈ30 土木係 Xトレイル Ｈ28 〃 〃 Ｒ５ 

〃 〃 Ｈ31 〃 〃 Ｒ１ 〃 ノート Ｈ21 

〃 〃 Ｒ４ 〃 除雪トラック Ｈ16 生涯学習係 フィット Ｈ24 

〃 パッカー車 Ｈ16 〃 〃 Ｈ18 百年記念館 エブリイ Ｈ28 

〃 〃 Ｈ23 〃 〃 Ｈ28 スポーツ振興係 〃 Ｒ２ 

〃 〃 Ｈ24 〃 タイヤショベル Ｈ25 給食センター 給食運搬車 Ｒ６ 

〃 〃 Ｈ29 〃 〃 Ｈ26 〃 ムーブ Ｒ３ 

〃 〃 Ｒ５ 〃 〃 Ｒ２ 図書館 ローザ Ｈ11 

〃 〃 Ｒ６ 〃 〃 Ｒ６ - - - 

〃 フォークリフト Ｒ５ 〃 除雪グレーダ Ｈ24 合計    73 台（±０台） 

次頁へ続く
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№037 
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市の行事等に伴う車両運行及び市有車両の安全確保のため、市有車
両の点検整備と集中管理を行う必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市の行事等に伴う車両運行及び市有車両の安全確保が図られた。ま
た、施設の改修に伴い、施設の安全性及び利便性が向上した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市有車両の定期点検、車検整備を確実に実施し、市有車両の円滑な運行と安全管理に努
めていく。 

継 続 
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№038 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 12 庁舎管理費 

事 務 事 業 名 庁舎等維持管理業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 54,377,046   800,000 6,271,446 47,305,600

Ｒ５ 51,245,923    5,806,343 45,439,580

増減 3,131,123   800,000 465,103 1,866,020

事 業 目 的  

市民の利便性及び執務環境の効率化のほか、環境基本条例に基づく「生活環境」の指針に基づき、庁舎内

の省エネルギー運動、ごみの減量化及び資源ごみ分別収集の推進を図る。 

事業内容及び成果  

１ 庁舎内の省エネ運動の取組 

空調・照明・電気等に関する節電の取組を実施した。 

２ ごみの減量化とリサイクル 

書庫整理時に、埋立ごみと資源ごみの分別を徹底させ、ごみの減量化を図った。 

３ 庁舎管理実施状況 

 整備事業  

  ① 修繕料 2,712,050円（493,680円増） 

修繕内容：総合庁舎介護棟外壁修繕、総合庁舎暖房用ベースボードヒーター取替修繕 

総合庁舎地下電気室高圧避雷器修繕、総合庁舎議会棟暖房用コンベクタ取替修繕ほか 

  ② 工事請負費 946,000円（皆増） 

    施工内容：総合庁舎２階小会議室エアコン設置 

 主な維持管理費 

  ① 燃料費           8,580,153円 （561,717円増） 

  ② 光熱水費          8,334,152円 （198,676円減） 

  ③ 庁舎管理業務等委託料    10,105,700円    （±０円） 

  ④ 庁舎夜間等管理業務委託料  16,795,900円（1,615,900円増） 

次頁へ続く

一般 - 60



№038 
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

庁舎の維持管理を適切に行っていく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

適切な維持管理により、市民の利便性と執務環境の効率化等が図ら
れた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

庁舎内の省エネ運動、ごみの減量化及びリサイクルの取組を実施するとともに、新総合
庁舎建設時期が先送りされたことを踏まえ、適切な庁舎の維持管理に努めていく。 

継 続 
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№039

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 13 基金管理費 

事 務 事 業 名 基金の管理 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 199,611,728    112,407,816 87,203,912

Ｒ５ 381,268,351    231,155,030 150,113,321

増減 △181,656,623    △118,747,214 △62,909,409

事 業 目 的  

 特定の目的のために積み立てられた基金を適切に運用・活用する。 

事業内容及び成果  

国債の購入や定期預金などにより、基金の効率的な運用と効果的な活用が図られた。 

（各基金の状況については、決算成果第14表参照） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方自治法、基金条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

基金については、寄附者の意向を尊重し、目的に応じて設置されて
おり、最も確実かつ有利な方法で保管することが必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

地域・産業の振興、公共施設の整備、教育・文化・スポーツの振興の
ための事業に基金を活用し、市民福祉の向上に寄与した。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に各基金の管理を行い、本市のまちづくりの財源として必要に応じて活用を図って
いく。 

継 続 
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№040

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 14 地域づくり事業促進費 

事 務 事 業 名 地域づくり事業促進 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 6,741,800    6,561,000 180,800

Ｒ５ 5,596,000    5,490,000 106,000

増減 1,145,800    1,071,000 74,800

事 業 目 的  

本市の振興発展を図り、地域特性を生かした独創的で個性的な魅力あるまちづくりを推進するため、市民

資質の向上と人材の育成及び国内外との交流の促進を図る。 

事業内容及び成果  

１ まちづくり推進事業委員会委員報酬 10人（±０人） 176,000円（72,000円増） 

２ まちづくり推進事業委員会委員費用弁償 ３人（１人増） 4,800円（2,800円増） 

３ まちづくり推進事業の助成制度の周知を市公式ホームページ及び広報紙への掲載により行った。 

４ まちづくり推進事業委員会において、申請団体から提出された補助金申請書類の審査を行い、補助金を 

交付した。 

区  分 採択件数 助成額 

まちづくりチャレンジ事業 ５件（１件増） 4,240,000円 （940,000円増）

まちづくり人材育成事業 ０件（±０件） ０円    （±０円）

まちづくり交流促進事業 ２件（１件増） 2,321,000円 （131,000円増）

合計 ７件（２件増） 6,561,000円（1,071,000円増）

５ まちづくり推進事業委員会開催状況 

区  分 回  数 委員任命人数 うち公募委員の人数 

まちづくり推進事業委員会

（委員定数10人以内） 
５回（２回増） 10人（±０人） ２人（±０人） 
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№040
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 まちづくり推進事業補助金交付条例 自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市民の自主的な活動により、地域の活性化や魅力あるまちづくりを
推進するため、市民資質の向上と人材育成及び国内外との交流促進
を図る必要がある。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した
□ 低下した 

令和５年度から補助金上限額の引き上げを行い、まちづくり活動に
対する支援を充実させたところ、年々、申請事業数が増加している。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

市民のまちづくり活動を強力に支援するため、まちづくり推進事業の３つのメニューに
ついて、制度の活用を促し、魅力あるまちづくりを推進していく。 

継 続 
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№041

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 14 地域づくり事業促進費 

事 務 事 業 名 国際交流促進事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 60,000     60,000

Ｒ５ 60,000     60,000

増減 0     

事 業 目 的  

国際化の進展により、地域レベルや草の根レベルでの国際交流が活発化する中、諸外国との関わりが日常
的で身近なものとなり、地域においても国際化に対応した環境づくりを進め、世界に開かれた地域社会の形
成を図ることが必要となってきていることから、地域住民の諸外国に対する知識や国際意識の向上を推進す
る事業の展開を積極的に行う。 

事業内容及び成果  

各種事業の実施状況 

事 業 内 容 実施期間 実 施 場 所 回数 参加人数 

国際交流親善パーテ

ィー 
令和６年５月31日(金) 福祉センター １回（１回増） 43人   （皆増） 

姉妹都市記念植樹 令和６年７月１日(月) 
旧カナディアン

ワールド公園
１回（±０回） ８人 （５人減） 

子ども会リーダー養

成講習会 

令和６年７月31日(水)～ 

令和６年８月２日(金) 

国立大雪青少年

交流の家
１回（±０回） ６人 （８人減） 

国際友好ジャンボかぼ

ちゃ祭り 
令和６年９月29日(日) 道の駅 １回（１回増） 320人   （皆増） 

国際理解講座 令和７年３月22日(土) 市民会館 １回（±０回） 19人 （５人増） 

合    計 ５回（２回増） 396人（355人増） 

※シャーロットタウン市中学生受入事業は日程の折り合いがつかなかったため中止となった。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

本市と姉妹都市提携を結んでいるシャーロットタウン市をはじめ、
世界の国や地域との連携を深め、国際社会に対応できる人材の育成
のため必要である。 

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

コロナ禍で中止としていた国際交流親善パーティー及び国際友好ジ

ャンボかぼちゃ祭りを再開した。

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4. 行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

本市とシャーロットタウン市との中学生派遣及び受入事業は、姉妹都市提携を代表する
事業であることから、引き続き、事業を推進していく。また、シャーロットタウン市を
はじめ、世界の国や地域との交流を国際交流協会や市内企業と連携を図りながら、国際
社会に対応できる人材の育成や国際交流を進めていく。 

継 続 
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№042

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 15 情報通信基盤整備費 

事 務 事 業 名 情報通信基盤整備業務（繰越明許分を含む） 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 210,808,922  137,153,000 54,000,000 15,166,105 4,489,817

Ｒ５ 2,049,797     2,049,797

増減 208,759,125  137,153,000 54,000,000 15,166,105 2,440,020

事 業 目 的  

１ 地上デジタル放送の良好な視聴環境の維持を図る。 

２ 道道美唄富良野線の携帯電話不感地帯を解消し、災害発生時の人命の安全確保を図る。 

事業内容及び成果  

１ 関係機関と連携して、デジタルテレビ中継局の設備保守点検を行った。 

  デジタルテレビ中継局設備保守業務委託 585,200円（±０円） 

２ 野花南テレビ共同受信施設の老朽化に伴い電波の受信状況について調査を行った。 

  野花南テレビ共同受信施設状況調査等業務委託 1,254,000円（皆増） 

３ 道道美唄富良野線に移動通信用鉄塔施設を整備したことで、一部の携帯電話不感地帯を解消し、災害発

生時における人命の安全確保を図ることが可能となった。 

移動通信用鉄塔施設整備事業（繰越明許） 207,709,700円（皆増） 

 委託料 37,059,000円（皆増） 

    委託内容：移動通信用鉄塔施設整備調査設計業務 

         移動通信用鉄塔施設整備工事監理業務 

         移動通信用鉄塔施設整備電気通信設計業務 

         移動通信用鉄塔施設整備電気通信工事監理業務 

 工事請負費 149,050,000円（皆増） 

    施工内容：移動通信用鉄塔施設整備工事 

         移動通信用鉄塔施設電気通信工事 

         移動通信用鉄塔施設高圧配電工事 

 備品購入費 21,600,700円（皆増） 

    購入内容：移動通信用鉄塔施設電気通信機器 
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№042
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地上デジタル放送の安定的な受信環境維持を図ることが必要であ
る。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

関係機関との連携により、地上デジタル放送の安定的な受信環境維
持が図られた。また、道道美唄富良野線の移動通信用鉄塔施設整備
事業を行い、一部の携帯電話不感地帯を解消した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

■ 有 
□ 無 

野花南テレビ共同受信施設の老朽化により同施設の機器等に不具合
が多く発生しているため、野花南共聴受信組合から施設の更新要望
を受けている。 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

地上デジタル放送を安定的に受信するため、関係機関との連携を図るとともに、老朽化
が著しい野花南テレビ共同受信施設について、令和６年度にテレビの受信状況の調査を
行った結果、同施設を改修する必要が生じたことから、令和７年度に施設の改修を行い、
防災上の観点からもテレビの難視聴区域が発生しないよう改善を図る。 
また、令和６年度に完成した移動通信用鉄塔施設について、今後、適切な維持管理を行
っていく。 

改 善 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 16 諸費 

事 務 事 業 名 市民生活向上推進事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 227,119     227,119

Ｒ５ 235,072     235,072

増減 △7,953     △7,953

事 業 目 的  

 市民生活相談業務の円滑化を図る。 

事業内容及び成果  

１ 市民生活相談業務 

相談区分 除雪・屋根雪 環境 行政 労働 福祉 

相談件数 ０件（２件減） ０件（±０件） ３件（２件増） ０件（±０件） ０件（±０件） 

相談区分 医療 その他 行政相談 計 

相談件数 ０件（±０件） ０件（±０件） ０件（１件減） ３件（１件減） 

２ 無料弁護士相談 

  市民相談弁護士業務委託料 55,000円（±０円） 

相談区分 金銭 不動産 家事 破産 

相談件数 ４件（４件増） ８件（２件増） 13件（１件減） ２件（１件増） 

相談区分 行政 刑事事件 労働 計 

相談件数 １件（１件増） ０件（１件減） １件（１件減） 29件（５件増） 

３ 全国市長会損害保険（市民総合賠償補償保険）の活用 ０件（±０件） 

  市民総合賠償補償保険料 172,119円（7,953円減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1. 必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

市民が抱える多種多様な生活相談に対応するため、各種相談業務
を行う必要がある。また、市有施設での事故及び市の行事で発生
した事故の賠償や補償に対応するため、保険加入が必要である。

2. 成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市民に有益な情報提供を行うことにより相談者の問題解決の支
援に繋がっている。 

3. 要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4.行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の休
止・廃止など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減な

ど 

□有 
■無 

― 

他の事業との
統合や民間委
託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

法的見解を求められる市民相談案件については、引き続き市が行っている無料弁護士相
談を活用し、問題解決を図っていく。 

継 続 
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 款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 16 諸費 

事 務 事 業 名 ふるさと納税促進事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 112,407,955    112,407,955 

Ｒ５ 102,539,357    102,539,357 

増減 9,868,598    9,868,598

事 業 目 的  

ふるさと納税制度を通じた寄附により自主財源を確保するとともに、特産品を返礼品として贈呈するこ

とにより、市のＰＲと地場産業の活性化を図る。 

事業内容及び成果  

１ 事業内容 

令和６年度からふるさと納税に係る業務を専門の中間事業者に委託し、新たな返礼品の発掘やポータ

ルサイト内の商品画像改修等に取り組んだほか、15ポータルサイトでの運営を継続し、寄附額の増収を

図った。 

２ 特産品ジャンル別の寄附件数及び寄附金額（ふるさと応援寄附金分） 

ジャンル 件 数 金 額 

米 9,822件 （2,075件減） 228,998,000円（73,345,000円増） 

肉 107件   （477件減） 1,830,000円 （6,110,000円減） 

野菜・果物 779件   （352件増） 18,474,000円（11,959,000円増） 

乳製品 400件   （321件減） 6,415,000円 （3,520,000円減） 

加工品 218件    （36件増） 3,111,000円  （897,000円増） 

花 70件    （98件減） 1,940,000円 （1,548,000円減） 

菓子 69件    （１件増） 971,000円   （182,000円増） 

酒 32件    （27件増） 515,000円   （448,000円増） 

衛生品 ２件   （５件減） 33,000円    （65,000円減） 

絵画・工芸品 83件    （18件減） 1,716,000円  （334,000円減） 

その他 296件    （±０件） 6,169,000円  （430,000円減） 

返礼品なし 15件    （９件減） 396,000円 （3,931,050円減） 

合計 11,893件 （2,587件減） 270,568,000円（70,892,950円増） 

３ 経費の内訳 

感謝特典報償金                  73,089,473円（6,515,483円増） 

普通旅費                       3,300円       （皆増） 

消耗品費                       6,304円   （3,504円増） 

印刷製本費                       222,420円 （222,420円増） 

通信運搬費                     166,287円     （皆増） 

広告料                       598,271円  （174,870円増） 

ふるさと納税代理納付システム利用手数料及び支援サービス利用手数料    

                        30,163,040円（5,687,569円増） 

企業版ふるさと納税支援サービス利用手数料      154,000円（1,122,000円減） 

ふるさと納税業務委託料              8,004,860円（1,782,835円減） 

合  計               112,407,955円（9,868,598円増） 
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４ 一般会計（歳入）全体の寄附件数                  

 市 内 道 内（市外） 道 外 合 計 

個 人 

４件

(４件減)

1,215件

(７件減)

10,682件

(2,577件減)

11,901件

(2,588件減)

3,255,000円

(2,034,050円減)

36,965,000円

(9,064,000円増)

238,653,000円

(58,568,000円増)

278,873,000円

(65,597,950円増)

団 体 

２件

(１件減)

２件

(１件増)

０件

(１件減)

４件

(１件減)

156,300円

(1,223,434円減)

1,245,300円

(945,300円増)

０円

(100,000円減)

1,401,600円

(378,134円減)

企 業 

６件

(４件減)

８件

(２件増)

14件

(２件減)

2,600,000円

(6,700,000円減)

800,000円

（100,000円減)

3,400,000円

(6,800,000円減)

合 計 

６件

(５件減)

1,223件

(10件減)

10,690件

(2,576件減)

11,919件

(2,591件減)

3,411,300円

(3,257,484円減)

40,810,300円

(3,309,300円増)

239,453,000円

(58,368,000円増)

283,674,600円

(58,419,816円増)

※個人～ふるさと応援寄附金及び特定目的寄附金 

※団体～特定目的寄附金 

※企業～企業版ふるさと応援寄附金 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方税法 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければな

らない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

寄附金を各種政策・事業に活用し、将来にわたって持続可能なま
ちづくりを進めていくためにも、ふるさと納税による寄附の募
集・受付は今後も継続していく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図ら

れているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

令和６年度から専門の中間事業者へふるさと納税の業務を委託
したことにより、前年度と比べ寄附金額は増加しており、地場産
品のＰＲに寄与した。なお、企業版ふるさと納税については、寄
附企業件数及び寄附額ともに減少した。 

3．要望 
（市民・団体等からの要

望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

ふるさと納税業務については、令和７年度も引き続き中間事業者へ業務を委託し、新た
な返礼品の開発等により、寄附額の向上を図る。また、企業版ふるさと納税については、
民間企業による支援サービスを活用した企業等へのＰＲを継続し、施策推進の財源確保
に取り組む。 

継 続 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 16 諸費 

事 務 事 業 名 その他行政事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 12,000     12,000

Ｒ５ 12,000     12,000

増減 0     

事 業 目 的  

１ 広島市及び長崎市が主宰する「平和首長会議」における都市の連帯を通じ、核兵器のない平和な世界の

実現を目的とする。 

２ 自衛隊協力会と連携し、芦別市と自衛隊との円滑な関係構築を図ることを目的とする。 

３ 北方領土返還意識の向上と世論の結集高揚を図り、早期返還の実現を目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 平和首長会議の円滑な運営が図られた。 

  平和首長会議負担金 2,000円（±０円） 

２ 自衛隊協力会の円滑な運営が図られた。 

３ 北方領土問題に対する市民の理解を深めるための啓発事業等を展開した。 

 強調月間、特別啓発期間における署名活動 ２回（±０回） 

 庁舎ロビーへの署名簿の配置（通年） 

 北方領土復帰期成同盟負担金 10,000円（±０円） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

各団体等と連携を図りながら事業を推進する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

各団体等との連携により、各種事業の推進が図られている。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に事務を実施していく。 継 続 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 17 原油価格・物価高騰対策費 

事 務 事 業 名 低所得世帯支援及び定額減税補足給付金支給事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 115,399,111 110,320,744    5,078,367

Ｒ５      

増減 115,399,111 110,320,744    5,078,367

事 業 目 的  

物価高騰への対応として、国の重点支援交付金（給付金・定額減税一体支援枠）を活用した給付金を支給

する。 

事業内容及び成果  

１ 物価高騰対応低所得世帯支援給付金（令和６年度非課税世帯等分）支給事業 

 国の交付金支給要領に基づき、下記の世帯に対して１世帯当たり10万円を支給し、当該世帯の子ども

１人あたり５万円を加算して支給した。市独自事業として、住民税課税者の被扶養者のみで構成される

世帯についても対象とした。 

① 令和６年度新たに住民税が非課税となった世帯（１世帯当たり10万円） 

  191世帯（皆増） 19,100,000円（皆増） 

② 令和６年度新たに住民税均等割のみ課税となった世帯（１世帯当たり10万円） 

89世帯（皆増）  8,900,000円（皆増） 

  ③ 上記世帯における子ども加算（同一世帯内の児童１人当たり５万円） 

     19世帯（皆増） 31人（皆増） 1,550,000円（皆増） 

 会計年度任用職員報酬  ２人   1,845,656円（皆増） 

 会計年度任用職員諸手当 ２人    391,272円（皆増） 

 委託料  低所得世帯支援給付金等支給支援業務委託料  590,205円（皆増） 

２ 定額減税補足給付金（調整給付）支給事業 

 国の交付金支給要領に基づき、事務処理基準日（令和６年７月25日（火））時点における令和６年度

住民税所得割又は令和６年分所得税（推計）納税義務者（合計所得金額が1,805万円を超える者を除

く）のうち、定額減税可能額が令和６年度住民税所得割又は令和６年分推計所得税額を上回る者につい

て、減税しきれなかった額を１万円単位に切り上げ給付金を支給した。 

  ① 支給者数    1,959人（皆増） 

  ② 支給額   76,150,000円（皆増） 

 委託料  低所得世帯支援給付金等支給支援業務委託料 2,104,795円（皆増） 

３ 定額減税における個人住民税関連システム改修事業 

 令和６年度税制改正により、納税者及び配偶者を含めた扶養親族１人につき、令和６年分の所得税３ 

  万円、令和６年度分の個人住民税１万円の定額減税を実施するためのシステム改修を行った。 

 委託料 

  総合行政情報システム（個人住民税補足給付対応）改修業務委託料 3,080,000円（皆増） 

次頁へ続く 

一般 - 72



№046 
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
物価高騰対応低所得世帯支援給付金（令和６年度非課税世帯等
分）支給規則、定額減税補足給付金支給規則、物価高騰対応重点
支援地方創生臨時交付金制度要綱、地方税法、所得税法 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

物価高騰の影響を受けた世帯等を支援するために必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

定額減税及び給付金の支給により、物価高騰の影響を受ける市民に
対して生活の支援を行うことができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和６年度をもって事業終了 終 了 
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款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 17 原油価格・物価高騰対策費 

事 務 事 業 名 低所得世帯支援給付金支給事業（繰越明許分） 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 1,523,554 1,511,102    12,452

Ｒ５ 347,545,797 333,050,427    14,495,370

増減 △346,022,243 △331,539,325    △14,482,918

事 業 目 的  

 物価高騰の影響が大きい低所得世帯に対し、給付金を支給する。 

事業内容及び成果  

物価高騰対応低所得世帯支援給付金支給事業 

 国の交付金支給要領に基づき、住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯に対して、令和５年

度において10万円の給付金を支給し、当該世帯の子ども１人当たり５万円を加算して支給したところで

ある。非課税世帯への給付は令和５年度の給付をもって完了したが、７万円と３万円の２回に分けて給

付することとした住民税均等割のみ課税世帯は、２回目の給付となる３万円給付、非課税世帯及び均等

割のみ課税世帯への子ども加算５万円の給付金を繰越明許により支給した。 

① 住民税均等割のみ課税世帯（１世帯当たり３万円） 

  ３世帯（438世帯減） 90,000円（13,140,000円減） 

  ② 上記世帯における子ども加算（同一世帯内の児童１人当たり５万円） 

    ２人（163人減） 100,000円（8,150,000円減） 

 会計年度任用職員報酬 ２人 874,479円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
物価高騰対応低所得世帯支援給付金支給規則、物価高騰対応低所
得世帯支援給付金（子育て世帯追加支給分）支給規則、物価高騰
対応重点支援地方創生臨時交付金制度要綱 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

物価高騰の影響を受けた世帯を支援するために必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

給付金の支給により、物価高騰の影響を受ける市民に対して生活の
支援を行うことができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和６年度をもって事業終了 終 了 

一般 - 74



№048

次頁へ続く 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 17 原油価格・物価高騰対策費 

事 務 事 業 名 エネルギー・食料品価格等物価高騰対策（繰越明許分） 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 50,314,086     50,314,086

Ｒ５ 202,382,670 97,434,752    104,947,918

増減 △152,068,584 △97,434,752    △54,633,832

事 業 目 的  

エネルギー及び食料品価格等の物価高騰により、厳しい環境に置かれている市民に対して必要な支援を行い、

地域経済及び市民生活を守る。 

事業内容及び成果  

エネルギー・食料品価格等物価高騰対策として次の事業を実施した。 

区分 事業名 内 容 事業費 

１ 

水道料金減免による市

民生活支援に伴う負担

金 

水道事業会計が市民生活支援として家事用の水道料

金を減免することに対する同会計への負担金 

○ 水道料金における令和６年５月～７月の家事用基本

料金（延 16,931 件）の全額免除 

22,932,756 円 

２ 

下水道料金減免による

市民生活支援に伴う負

担金 

下水道事業会計が市民生活支援として家事用の下水

道料金を減免することに対する同会計への負担金 

○ 下水道料金における令和６年５月～７月の家事用基

本料金（延 13,875 件）の全額免除 

27,381,330 円 

計 50,314,086 円 

一般 - 75
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＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

エネルギー及び食料品価格等の物価高騰により、厳しい環境に置かれ
ている市民に対して地域経済及び市民生活を守るため、支援を行う
必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

市民生活の安定化に向け支援することができた。

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和６年度の国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用し、市民生活及び事
業者支援として、引き続き水道及び下水道基本料金の全額減免事業を繰越明許費によ
り、令和７年５月～７月検針分まで実施した。 

継 続 

一般 - 76



№049

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 17 原油価格・物価高騰対策費 

事 務 事 業 名 冬季市民生活支援事業（繰越明許分を含む） 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 94,103,269     94,103,269

Ｒ５ 74,239,460     74,239,460

増減 19,863,809     19,863,809

事 業 目 的  

冬季の市民生活における原油価格や物価高騰等の負担を軽減するため、商品券を交付し支援する。 

事業内容及び成果  

１ 冬季市民生活応援商品券発行事業（繰越明許） 

令和５年度に交付した冬季市民生活応援商品券の換金業務を行った。 

 利用状況 

  ① 換金枚数            23,445枚  （延158,280枚） 

② 換金総額（枚数×500円）  11,722,500円（延79,140,000円） 

２ 冬季市民生活応援商品券発行事業 

 令和６年11月１日現在、本市に住所を有する低所得世帯及び一般世帯に商品券（１冊：500円×10 

枚）を交付した。 

  ① 低所得の高齢者世帯（１世帯当たり15,000円分（３冊）） 

 2,476世帯（159世帯増） 7,428冊（477冊増） 74,280枚（4,770枚増） 

  ② 低所得の重度障がい者世帯（１世帯当たり15,000円分（３冊）） 

      98世帯（５世帯減）   294冊（15冊減）   2,940枚（150枚減） 

  ③ 低所得の子育て世帯（１世帯当たり15,000円分（３冊）） 

      79世帯（３世帯減）   237冊（9冊減）   2,370枚（90枚減） 

  ④ 上記以外の世帯（１世帯当たり10,000円分（２冊）） 

    4,044世帯（217世帯減） 8,088冊（434冊減） 80,880枚（4,340枚減） 

 利用状況 

  ① 換金枚数           150,693枚  （15,858枚増） 

② 換金総額（枚数×500円）  75,346,500円（7,929,000円増） 

次頁へ続く 

一般 - 77



№049
＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令  自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

原油価格や物価の高騰等により、厳しい環境に置かれている市民に対
して冬季生活を支援する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

冬季市民生活応援商品券発行事業により、市民生活の負担軽減を行う
ことができた。

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和６年度に交付した冬季市民生活応援商品券の換金業務は、令和７年度も引き続き繰
越明許費により行っていく。 

継 続 

一般 - 78



№050 

款 ２ 総務費 項 １ 総務管理費 目 17 原油価格・物価高騰対策費 

事 務 事 業 名 住民税非課税世帯支援給付金支給事業 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 80,555,946 80,555,946    

Ｒ５      

増減 80,555,946 80,555,946    

事 業 目 的  

物価高騰への対応として、国の重点支援交付金（給付金・定額減税一体支援枠）を活用した給付金を支給

する。 

事業内容及び成果  

 住民税非課税世帯支援給付金支給事業 

 国の交付金支給要領に基づき、令和６年度住民税非課税世帯に対して１世帯当たり３万円を支給し、

当該世帯の子ども１人当たり２万円を加算して支給した。 

① 住民税非課税世帯（１世帯当たり３万円） 

  2,553世帯（皆増） 76,590,000円（皆増） 

  ② 上記世帯における子ども加算（同一世帯内の児童１人当たり２万円） 

    48世帯（皆増） 103人（皆増） 2,060,000円（皆増） 

 会計年度任用職員報酬 ２人 562,108円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
住民税非課税世帯支援給付金支給規則、物価高騰対応重点支援地
方創生臨時交付金制度要綱 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

物価高騰の影響を受けた世帯を支援するために必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

■ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

給付金の支給により、物価高騰の影響を受ける住民税非課税世帯の
市民に対して生活の支援を行うことができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

令和７年度も引き続き繰越明許費により給付を行っていく。 継 続 

一般 - 79



№051 

款 ２ 総務費 項 ２ 徴税費 目 １ 税務総務費 

事 務 事 業 名 税務総務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 0

Ｒ５ 0     

増減 0

事 業 目 的  

固定資産税課税台帳に登録された価格に関する不服を審査・決定することを目的とする。 

事業内容及び成果  

 審査申出書の受理件数 ０件（±０件） 

 ※審査申出 １件（後日取り下げ） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方税法、税賦課徴収条例、固定資産評価審査委員会規程 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方税法により固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を
審査・決定するために、固定資産評価審査委員会の設置が義務付け
られており必要である。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

地方税法に基づく固定資産評価審査委員会を設置することにより、
不服申出に対する審査体制を整え、税の適正・公平化を図ることが
できた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

納税義務者から固定資産税課税台帳に登録された価格に対し審査の申出があった場合 
は、法令等に基づき審査・決定を行う。 

継 続 

一般 - 80



№052 

款 ２ 総務費 項 ２ 徴税費 目 ２ 賦課徴収費 

事 務 事 業 名 市税等賦課業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 5,155,173    832,750 4,322,423

Ｒ５ 9,183,844    864,350 8,319,494

増減 △4,028,671    △31,600 △3,997,071

事 業 目 的  

各種市税の賦課事務を適正に行うことを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 正確な課税資料の収集に努めるとともに、税制改正等にも的確に対応できる各種システムを活用して賦

課事務を行った。 

２ 課税に係る各種システムの更新及び保守点検委託料 3,150,800円（4,136,720円減） 

３ 各種市税の納税義務者数 23,093件（144件減） 

４ 各種市税の調定額 1,342,563,608円（64,304,349円減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方税法、税賦課徴収条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方税法に基づき、賦課事務を行う必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

地方税法に基づき、適正な賦課事務を行ったことにより、税負担の
公平性を確保することができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に業務を実施していく。 継 続

一般 - 81



№053 

款 ２ 総務費 項 ２ 徴税費 目 ２ 賦課徴収費 

事 務 事 業 名 市税等徴収業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 3,105,729     3,105,729

Ｒ５ 2,746,514     2,746,514

増減 359,215     359,215

事 業 目 的  

市民負担の公平性を保つとともに、財源を確保する。 

事業内容及び成果  

１ 口座振替の推進及び滞納者に対する各種催告と差押え等の滞納処分を実施した。 

納付書(払込取扱票)の印刷経費等 348,918円（28,982円減） 

２ 地方税法第17条の規定に基づく過年度の税収入に係る還付金 2,212,643円（322,574円増） 

３ 地方税ポータルシステム審査業務委託料 314,160円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方税法、国税徴収法、税賦課徴収条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方税法等の規定に基づき、徴収業務を行う必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

地方税法等の規定に基づき、徴収業務を行い、税負担の公平性を 
確保することができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

滞納者への対応や滞納処分の手法について、他市との意見交換や各種研修会への参加、
職場内研修等により習得するほか、共通納税の利用促進及びコンビニ納付、スマホアプ
リ納付などの納付方法の多様化を図ることにより、市民の利便性の向上を促進し、収納
率の向上を目指していく。 

継 続 

一般 - 82



№054 

款 ２ 総務費 項 ３ 戸籍住民登録費 目 １ 戸籍住民登録費 

事 務 事 業 名 戸籍事務（繰越明許分を含む） 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 17,409,962 13,585,000   913,950 2,911,012

Ｒ５ 4,062,729    1,089,900 2,972,829

増減 13,347,233 13,585,000   △175,950 △61,817

事 業 目 的  

 戸籍法に基づく事務を遂行する。 

事業内容及び成果  

１ 戸籍届出の受理、戸籍の編製、記録事項証明書の交付に係る事務を適正かつ迅速に行った。また、隔月

１回戸籍謄抄本等交付の夜間窓口（午後７時まで）を開設した。 

２ 戸籍システムの共同運用 

中空知広域圏戸籍総合管理システム事務負担金 3,029,529円（368,892円減） 

３ 戸籍システム改修業務委託料 4,323,000円（皆増） 

４ 戸籍システム等標準化・共通化対応業務委託料 1,848,000円（皆増） 

５ 戸籍附票システム改修業務委託料（繰越明許分）7,414,000円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 民法、国籍法、戸籍法 法定受託事務等 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
□無 

コスト縮減

など 

□有 
□無 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
□無 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

戸籍届出の受理、戸籍の編製、記録事項証明書の交付に係る事務を適正かつ迅速に行っ
ていく。また、国の法改正に伴う戸籍への振り仮名表記に係る事務を適正に行う。 

継 続 

一般 - 83



№055 

款 ２ 総務費 項 ３ 戸籍住民登録費 目 ２ 住民基本台帳費 

事 務 事 業 名 住民基本台帳等事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 5,251,185 79,000   1,229,100 3,943,085

Ｒ５ 1,787,037    1,270,600 516,437

増減 3,464,148 79,000   △41,500 3,426,648

事 業 目 的  

住民基本台帳法に基づき、住民に関する記録を正確かつ統一的に行うほか、証明書の交付事務を行うこと

を目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 住民基本台帳事務について、住民に関する記録及び証明書交付の事務を適正かつ迅速に行った。 

２ 旅券の交付に係る事務を適正かつ迅速に交付した。 交付件数 55件（12件増） 

３ コミュニケーションサーバー・統合端末等更新委託料 3,080,000円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
住民基本台帳法、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機
構の認証業務に関する法律、旅券法 

法定受託事務等 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
□無 

コスト縮減

など 

□有 
□無 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
□無 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

住民基本台帳事務及び旅券の交付に係る事務を適正に行っていく。 継 続 

一般 - 84



№056 
款 ２ 総務費 項 ３ 戸籍住民登録費 目 ２ 住民基本台帳費 

事 務 事 業 名 印鑑登録証明事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 0     

Ｒ５ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

印鑑の登録及び証明に関する条例等に基づき、印鑑登録証明事務を行う。 

事業内容及び成果  

 市民からの申請により、個人の印鑑の登録及び証明書の交付を適正かつ迅速に行った。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 住民基本台帳法、印鑑の登録及び証明に関する条例 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

実施が義務付けられており、今後も市が実施する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

隔月１回印鑑証明書交付等の夜間窓口(午後７時まで)を開設した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

印鑑の登録及び証明書の交付を適正かつ迅速に行っていく。 継 続 

一般 - 85



№057 
款 ２ 総務費 項 ３ 戸籍住民登録費 目 ２ 住民基本台帳費 

事 務 事 業 名 埋葬、火葬及び改葬許可事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 0     

Ｒ５ 0     

増減 0     

事 業 目 的  

墓地、埋葬等に関する法律等に基づき、火葬許可事務を行う。 

事業内容及び成果  

 火葬許可件数 300件（32件減） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 
墓地、埋葬等に関する法律、埋葬、火葬及び改葬等の許可手続に
関する規則、火葬場条例 

自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

法令に基づき、市が実施する必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

電話による予約を受け付け、事前に書類等の準備を行うことにより、
速やかな死亡届の受付、火葬許可証の交付を行っている。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に事務を実施していく。 継 続 

一般 - 86



№058 

款 ２ 総務費 項 ４ 選挙費 目 １ 選挙管理委員会費 

事 務 事 業 名 選挙管理委員会運営事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 1,613,446  207   1,613,239

Ｒ５ 1,526,258     1,526,258

増減 87,188  207   86,981

事 業 目 的  

法令に基づき選挙管理委員会を運営する。 

事業内容及び成果  

１ 選挙管理委員会委員報酬 ４人（±０人） 1,344,000円（±０円） 

２ 定期的な選挙管理委員会の開催や投票率向上のための啓発など円滑に事務を行った。 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方自治法、公職選挙法、選挙事務取扱規程 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

選挙管理委員会の運営は、法令に基づく自治体の基本的な業務であ
り、今後も継続して運営していく必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

法令に基づき、設置される委員会の運営に係る事務であるが、公
平、公正を確保しながら、適正に委員会を運営することができた。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

選挙を取り巻く環境変化への対応を含め、選挙管理委員会を運営していく。 継 続

一般 - 87



№059 

款 ２ 総務費 項 ４ 選挙費 目 ２ 市長選挙費 

事 務 事 業 名 市長選挙（市議会議員補欠選挙を含む） 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 12,790,128     12,790,128

Ｒ５ 

増減 12,790,128     12,790,128

事 業 目 的  

 市長選挙を執行する。 

事業内容及び成果  

１ 非常勤職員報酬 延51人（皆増） 530,600円（皆増） 

２ 会計年度任用職員報酬等 ７人（皆増） 1,000,665円（皆増） 

３ 令和７年２月16日（日）執行の市長選挙及び市議議員補欠選挙に向けた事務を行った。 

 投票の状況 

区 分 市長 市議会議員補欠 

選挙当日選挙人名簿登録者数  

無投票 

10,318人 

選挙当日有権者数 10,257人 

投票者数 4,299人 

棄権者数 5,958人 

投票率 41.91％ 

 主な経費の内訳 

  ① 事務従事者等報償金       1,263,400円（皆増） 

  ② ポスター掲示場設置等業務委託料 3,346,200円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 公職選挙法、地方自治法 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

― 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

― 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
□無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
□無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
□無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

― 評価対象外

一般 - 88



№060 

款 ２ 総務費 項 ４ 選挙費 目 ３ 衆議院議員選挙費 

事 務 事 業 名 衆議院議員選挙 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 11,520,572  10,970,756   549,816

Ｒ５      

増減 11,520,572  10,970,756   549,816

事 業 目 的  

 衆議院議員選挙を執行する。 

事業内容及び成果  

１ 非常勤職員報酬 延67人（皆増） 692,000円（皆増） 

２ 会計年度任用職員報酬等 ８人（皆増） 1,327,924円（皆増） 

３ 令和６年10月27日（日）執行の衆議院議員選挙に向けた事務を行った。 

 投票の状況 

区 分 衆議院議員 

選挙当日選挙人名簿登録者数 10,418人 

選挙当日有権者数 10,417人 

投票者数 6,678人 

棄権者数 3,739人 

投票率 64.11％ 

 主な経費の内訳 

  ① 事務従事者等報償金       1,773,900円（皆増） 

  ② ポスター掲示場設置等業務委託料 1,815,000円（皆増） 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 公職選挙法、地方自治法 法定受託事務等 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

― 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

― 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
□無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
□無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
□無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

― 評価対象外

一般 - 89



№061 

款 ２ 総務費 項 ５ 統計調査費 目 １ 統計調査費 

事 務 事 業 名 各種統計調査業務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 1,768,546  1,768,546   

Ｒ５ 1,916,983  1,916,983   

増減 △148,437  △148,437   

事 業 目 的  

国等で行われる各種統計調査を実施し、市民の経済活動や現勢を多面的に把握することを目的とする。 

事業内容及び成果  

１ 統計調査員等報酬 44人（８人増） 1,534,578円（302,282円減） 

２ 各種統計調査実施状況 

北海道知事が任命する統計調査員による調査票の配布・取集・点検を行い、道を経由し国に提出した。 

調 査 名 所管省庁 調査方法 調査期日（又は期間） 調査員等の人数 

学校基本調査 文部科学省 全数調査 令和６年５月１日(水) ０人（±０人）

全国家計構造調査 総務省 標本調査 令和６年 10 月～11 月 ６人 （皆増）

農林業センサス 農林水産省 全数調査 令和７年２月１日(土) 38人 （皆増）

労働力調査 総務省 標本調査 毎月末日 ３人（±０人）

毎月勤労統計調査特別調査 厚生労働省 標本調査 令和６年７月 31日(水) １人 （皆増）

合   計 48人（９人増）

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 統計法、各種統計調査実施要領 法定受託事務等 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

□ 高  い 
□ 低  い 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
□ 維持した 
□ 低下した 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
□ 無 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
□無 

コスト縮減

など 

□有 
□無 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
□無 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に業務を実施していく。 継 続 

一般 - 90



№062 

款 ２ 総務費 項 ６ 監査委員費 目 １ 監査委員費 

事 務 事 業 名 監査事務 

決 算 額（円） 
財 源 内 訳  （円） 

国庫支出金 道支出金 市債 その他 一般財源 

Ｒ６ 3,153,650     3,153,650

Ｒ５ 3,051,967     3,051,967

増減 101,683     101,683

事 業 目 的  

 財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について監査する。 

事業内容及び成果  

１ 監査委員報酬 ２人（±０人） 2,892,000円（11,903円増） 

２ 監査の状況 

定期監査 対象27係（３係増）、例月現金出納検査 12回（±０回）、決算等審査 

＜事務事業評価結果＞ 

根拠・関係法令 地方自治法 自治事務 

1．必要性 
（市が実施しなければ

ならない理由など）

■ 高  い 
□ 低  い 

地方自治法に基づき、監査委員を置く必要がある。 

2．成果 
（市民福祉の向上は図

られているかなど）

□ 向上した 
■ 維持した 
□ 低下した 

市の財務に関する事務の執行及び経営に関する事業の管理状況を適
正に監査した。 

3．要望 
（市民・団体等からの

要望など）

□ 有 
■ 無 

― 

4．行財政改革 
（改善・改革等） 
の取組 

事務事業の
休止・廃止
など 

□有 
■無 

― 

コスト縮減

など 

□有 
■無 

― 

他の事業と
の統合や民
間委託など 

□有 
■無 

― 

＜今後の方向性＞ 総合判定 

適正に事務を実施していく。 継 続 

一般 - 91


